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1  計画の目的と内容 

 

1－1  計画の目的と計画改訂の概要 

 本町の公共施設のうち建築物は1970年代及び1990年代にその多くが建設されており、今後、

大規模修繕や更新期を迎え多大な財政負担が生じることが予想される。一方、高齢化と人口減

少が進み、財政状況がいっそう深刻化することが予見され、将来は必要性の高い公共施設も良

好な状態を保てなくなる恐れが生じる。 

 そのため、来るべき将来に備え、多様化・高度化する町民ニーズに対応し、豊かさとゆとり

を実感できる、持続可能な地域社会を築きあげていくため、公共施設の更新・統合・廃止等の

方針を定め、計画的な公共施設のマネジメントを実施していく必要がある。 

 本計画は、公共施設マネジメントの第一歩として、町有公共施設の現況を把握し、公共施設

の適正管理に関する基本的な考え方を示すものである。 

 なお、本計画改訂にあたっては、総務省の通知（総財務第 6 号令和 3 年 1 月 26 日 令和 3

年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項について）により、「総合管

理計画及び個別施設計画の策定に伴い実施する点検・診断や個別施設計画に記載した対策の内

容等を反映させるなど、不断の見直しを実施し順次充実させていくことが適当である」という

考え方に基づき、各個別施設計画の内容を反映させた更新費用等を記載している。 

 よって、更新費用等のシミュレーションの期間は各個別施設計画のシミュレーション期間を

反映させたものとなり、現時点で個別施設計画がないものについては、個別施設計画を策定次

第、順次本計画に反映させていくこととする。 

 また、小清水町総合計画を念頭に、「小清水町過疎地域持続的発展市町村計画」など、関連す

る計画と連携を図り事業を推進していくこととする。 

 

〇小清水町総合計画 

〇小清水町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

〇小清水町人口ビジョン 

〇小清水町地域防災計画 

〇小清水町子ども・子育て支援事業計画 

〇小清水町国民健康保険事業計画 

〇小清水町高齢者福祉計画・介護保険事業計画

〇小清水町社会教育中期計画 

〇小清水町過疎地域持続的発展市町村計画 

〇小清水町個別施設計画 

〇小清水町学校施設個別施設計画 

〇公営住宅等長寿命化計画 

〇小清水町橋梁長寿命化修繕計画 

〇小清水町簡易水道事業経営戦略 

〇小清水町下水道事業経営戦略 

〇小清水町国土強靱化地域計画     など     

図 1-1 主な上位・関連計画 

 

1－2  計画の期間 

 2040 年までを計画期間とする。 

 ただし計画期間中も情勢の変化に応じて、適宜計画の見直しを実施する。  
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1－3  計画の構成内容 

(1) 町の概況整理 

町勢状況（人口動態、財政状況等）や公共施設等のあり方に関連する上位計画・関連計

画等について整理している。 

 

(2) 維持管理コストの算出 

町有施設（建築物）について、各課ヒアリングを基に、長期的な修繕費や管理費用を年

次別に概略算出することで、現有施設を維持した場合の維持管理コストの見通しを示して

いる。 

 

(3) 公共施設についての基本方針 

公共施設の実態を踏まえた上で、公共施設の適正管理に関する基本的な考え方として、

「総量削減目標」「統廃合」などの方針を示している。 

また、総量削減目標の実現に向けた個々の施設の統廃合方針についても提案している。 
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2  小清水町の概況 

 

2－1  小清水町の人口 

 近年の出生・死亡･移動等の傾向が継続した場合、令和 27（2045） 年の小清水町の人口は 2,982

人、令和 47（2065）年には 1,900 人まで減少すると見込まれる。  

 町の推計では、町の施策による効果が着実に反映され、合計特殊出生率と純移動率が目標設

定どおり改善されれば、令和 27（2045）年には 3,603 人、令和 47（2065）年には 3,032 人とな

り、現状傾向推移と比較し、令和 27（2045）年で約 620 人、令和 47（2065）年で約 1,130 人の

施策効果が見込まれている。 

 

 

 

図 2-1 小清水町人口の長期的見通し 

資料：小清水町 人口ビジョン（令和元年度見直し版） 
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2－2  町の財政状況 

 小清水町における歳入の状況は、近年、総額 57～69 億円程度で推移している。 

 令和 2 年度（2020 年度）においては、新型コロナウイルスへの対応等により国庫支出金が前

年度の 4 倍程度増加している。地方交付税への依存は高く、歳入の約 44％を占めている。 

 

 

図 2-2 歳入決算額の推移 
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 小清水町における歳出の状況は、近年、総額 53～65 億円程度で推移している。 

 令和 2 年度（2020 年度）においては、新型コロナウイルスへの対応等により補助費等が前年

度の 2 倍弱程度増加している。 

 投資的経費は、直近 5 年間では平均約 12 億円程度で推移している。 

 

 

 

図 2-3 歳出決算額の推移 
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2－3  上位計画（小清水町総合計画） 

(1) 『第 6 次小清水町総合計画』の施策体系 

第 6 次小清水町総合計画では「未来につながるまちづくり ～みんなで創る ずっと住みた

い 大自然のまち～」をまちづくりの将来像とし、『未来につながるまちづくり』を達成して

いくため、6 つの基本目標に沿って、施策を展開していくものとしている。 

 

 

 

図 2-4 将来像とまちづくりの 6 つの基本目標 

 

(2) 豊かな自然と共生するまち 

自然環境に恵まれた本町の特性を活かし、自然環境を保全するとともに、自然豊かで潤い

があり、快適な生活の舞台づくりを進める。 

また、地震や暴風雪などの自然災害への対策など、安全に暮らせるまちづくりを推進する。 

 

(3) だれもが健やかに暮らせるまち 

だれもが生涯健やかに暮らせるよう、保健・医療の充実を図るとともに、高齢者や障がい

者、あるいは社会的な支援を必要とする人達を地域全体で支え、町民一人ひとりが、生きが

いと幸せを実感して暮らせるまちづくりを推進する。 

 

(4) 安心・便利で住みやすいまち 

情報化や高齢化など社会システムや地域情勢が変化していく中、だれもが安心して快適に

生活できるよう利便性の高いまちづくりを進める。 

生活利便の基盤となる住宅や上・下水道、交通網や通信網など生活インフラを整備し、き

め細やかなサポート体制づくりを推進する。 
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(5) チャレンジしつづける活力あるまち 

世界的な食料需要の増加に向け、本町の基幹産業である農業の付加価値を高めるとともに、

観光・交流産業との連携を高め“小清水ブランド”を世界に発信していく。 

新技術の活用や地産地消のまちぐるみ運動を推進し、第 1 次産業のみならず、第 2 次産業、

第 3 次産業の振興を促進し、雇用環境の充実を推進する。 

 

(6) 人と文化を伸びやかに育むまち 

子どもから大人まで、それぞれのライフステージの中で、学び・育ち・支え合う学習環境

の整備に努める。 

また、芸術や文化活動を高め、心豊かで創造性溢れた人間形成を推進する。 

 

(7) 手を取り合って未来へ進むまち 

これからのまちづくりは、町民・企業・行政の協働体制が重要である。 

 そのためには、町民一人ひとりの人権を尊重するとともに、それぞれが自主自立的に役割

を担っていくことが大切になる。 

効率的効果的な行財政運営を遂行するとともに、町民が創るまちづくりを目指していく。 
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3  公共施設の実態把握 

 

3－1  町内の公共施設の概況 

 町内の公共施設は、令和 3 年度末現在で 110 施設、256 棟、延べ床面積の合計は約 8.3 万㎡

である。公営住宅の棟数及び延べ床面積が最も多く、延べ床面積では全体の約 25％を占めてい

る。次いで延べ床面積が多いものは学校教育施設で約 16％、そしてスポーツ観光系施設、その

他施設（職員住宅など）、町民文化系施設がそれぞれ 10％程度を占めている。 

 

表 3-1 町内公共施設の用途別の施設数・棟数・延べ床面積（㎡） 

 
H27策定時 
施設数 

H27策定時 
棟数 

H27策定時 
延べ床面積 

R4改訂時 
施設数 

R4改訂時 
棟数 

R4改訂時 
延べ床面積 

10町民文化系 19 25 9,454 20 23 8,327 

11社会教育系 2 2 2,011 2 2 2,011 

12スポーツ・観光系 15 36 10,395 17 37 11,137 

13産業系 2 3 1,675 3 3 2,780 

14学校教育系 2 12 13,376 2 12 13,376 

15子育て支援 2 3 1,168 2 3 1,168 

16保健福祉 2 2 3,061 2 2 6,506 

18行政系 13 14 4,427 12 12 3,853 

19公営住宅 15 84 21,402 19 74 20,322 

20公園 4 4 170 3 3 108 

21供給処理 2 4 470 4 7 1,048 

22その他 13 67 9,647 14 60 8,761 

23上水道 6 13 724 7 14 1,221 

24下水道 3 4 2,518 3 4 2,518 

合計 100 273 80,498 110 256 83,135 

 
＊単位未満四捨五入のため合計が合わない場合がある。分類分けの変更等により策定時と改定時の施

設数が合わないことがある。 

図 3-1 施設用途別の延べ床面積の構成比 

10町民文化系
10%

11社会教育系
2%

12スポーツ・観光系
13%

13産業系
3%

14学校教育系
16%

15子育て支援
1%

16保健福祉
8%

18行政系
5%

19公営住宅
25%

20公園
0%

21供給処理
1%

22その他
11%

23上水道
2%

24下水道
3%
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 建築物の延べ床面積と棟数について建築年代別の構成比をみると、延べ床面積では 1990 年代

と 2010 年代が多くを占めているが、棟数では 1970 年代、1990 年代、2000 年代が比較的多くを

占めている。 

 建築年ごとに見ると（次頁参照）、1970 年代に建設された行政系施設と公営住宅が現存して

おり、建築後 40 年以上経過したこれら施設の建て替え更新が今後予想される。 

 また、1990 年代に数多く建築された公営住宅についても、近々設備の更新や改修が必要にな

ってくることが予想される。 

 

 

図 3-2 令和 3 年度末現在保有する建物延べ床面積と棟数の建築年代別構成 
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2010年以降

13%

建築年代別棟数構成比率
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4%

1970年代
8%

1980年代
11%

1990年代

31%2000年代

14%

2010年以降
32%

建築年代別延べ床面積構成比率
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図 3-3 令和 3 年度末現在保有する建築年別の建物延べ床面積（㎡） 

 

 

図 3-4 令和 3 年度末現在保有する建築年別の建物棟数 
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 次に、公共施設（建築物）の老朽化度合を見ていく。公共施設（建築物）の老朽化度合を見

る一つの指標として、有形固定資産減価償却率（老朽化比率）がある。 

 本計画の対象としている公共施設（建築物）の有形固定資産減価償却率は、次の計算式で表

している。 

 

有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額／取得（再取得）価額 

 

 公共施設（建築物）の取得（再取得）価額に対する減価償却累計額の割合を計算することに

より、耐用年数に対して減価償却がどこまで進んでいるか把握することができる。 

 100％に近いほど保有資産が法定耐用年数に近づいていることを意味する。 

 第 12 回地方自治体財務書類の全国比較（平成 29 年度決算版）によると、有形固定資産減価

償却率は、町で平均 59.7％であるが、本町が保有する令和 2 年度（2020 年度）の有形固定資産

減価償却率の平均は 46.5％であり、全国平均より低い率となっている。要因として、本計画の

方針等に基づき計画的に老朽化した施設の廃止を進めてきたことが考えられる。各施設分類の

有形固定資産減価償却率の推移は以下のとおりです。分類ごとに見ると、社会教育系、子育て

支援施設、行政系施設が 70％を超えており、老朽化は進んでいるといえる。 

注）計算には再取得価額を基に計算しているため固定資産台帳とは一致しない。 

 

表 3-1 公共施設（建築物） 有形固定資産減価償却率の推移 

大分類 

再取得価格 

（千円） 

H30 減価償却 

累計額（千円） 

R1 減価償却 

累計額（千円） 

R2 減価償却 

累計額（千円） 

H30 有形固定資

産減価償却率 

R1 有形固定資産

減価償却率 

R2 有形固定資産

減価償却率 

10 町民文化系 3,330,608 1,695,542 1,760,610 1,825,679 50.9％ 52.9％ 54.8％ 

11 社会教育系 804,584 539,039 553,015 566,991 67.0％ 68.7％ 70.5％ 

12 スポーツ・観光系 4,009,438 2,053,792 2,135,312 2,218,384 51.2％ 53.3％ 55.3％ 

13 産業系 409,292 134,371 142,633 150,894 32.8％ 34.8％ 36.9％ 

14 学校教育系 4,413,948 509,553 598,202 686,850 11.5％ 13.6％ 15.6％ 

15 子育て支援 385,202 385,202 385,202 385,202 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

16 保健福祉 2,342,275 337,150 383,995 430,841 14.4％ 16.4％ 18.4％ 

18 行政系 1,616,888 1,158,241 1,179,513 1,200,785 71.6％ 72.9％ 74.3％ 

19 公営住宅 5,690,048 2,855,808 2,968,691 3,079,505 50.2％ 52.2％ 54.1％ 

20 公園 35,494 18,026 18,914 19,801 50.8％ 53.3％ 55.8％ 

21 供給処理 377,449 225,961 233,731 241,501 59.9％ 61.9％ 64.0％ 

22 その他 3,153,999 1,451,794 1,511,142 1,570,708 46.0％ 47.9％ 49.8％ 

23 上水道 439,394 161,349 169,597 177,845 36.7％ 38.6％ 40.5％ 

24 下水道 906,584 393,645 411,777 429,909 43.4％ 45.4％ 47.4％ 

全体平均 27,915,203 11,919,473 12,452,334 12,984,895 42.7％ 44.6％ 46.5％ 
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3－2  公共施設の現状把握 

3－2－1  町民文化系施設の現状 

(1) 施設の概況 

町民文化系施設は 20 施設で建物数は 23 棟あり、うち延べ床面積 100 ㎡以上は 18 棟、さら

に延べ床面積 1,000 ㎡以上の建物は「コミュニティプラザ」「多目的研修集会施設」の 2 棟

である。 

 

表 3-2 町内の町民文化系施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

21交流館 2001 295 40 47.5％ 

コミュニティプラザ 1996 1,790 50 48.0％ 

旭野住民センター 1998 455 50 44.0％ 

共和・上徳住民センター 2005 329 40 37.5％ 

止別住民センター（旧止別）公民館 2014 458 50 12.0％ 

旧小松田住宅 1974 110 40 100.0％ 

若木団地 高齢者生活相談所 2009 84 50 22.0％ 

集会所 1994 214 50 52.0％ 

神浦住民センター 2002 280 40 45.0％ 

水上住民センター 1999 291 40 52.5％ 

泉住民センター 1988 189 50 64.0％ 

多目的研修集会施設 1985 2,062 50 70.0％ 

中斗美住民センター 1999 350 50 42.0％ 

中斗美老人憩いの家 休憩舎 1990 48 50 60.0％ 

砥草原住民センター 1972 132 40 100.0％ 

南団地集会所 2000 200 50 40.0％ 

木もれ日広場Ａ棟 1995 37 50 50.0％ 

木もれ日広場Ｂ棟 1997 37 50 46.0％ 

美和住民センター 1997 287 50 46.0％ 

浜小清水住民センター 

（旧浜小清水公民館） 
1985 412 50 70.0％ 

浜小清水住民センター 物置 

（旧浜小清水公民館 物置） 
2000 13 40 50.0％ 

桜ヶ丘団地集会所 1976 131 40 100.0％ 

緑ヶ丘団地集会所 1976 122 40 100.0％ 

※令和 2 年度有形固定資産減価償却率は再取得価額を基に計算しているため固定資産台帳とは一致しない。以

下同じ。 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 写真左から：21 交流館、コミュニティプラザ、多目的研修集会施設 
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(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

日平均利用者数で見ると、「コミュニティプラザ」が最も多く 42 人/日、次いで「多目

的研修集会施設」が 22 人/日となっている。 

年間施設関連コストは、「コミュニティプラザ」が最も多く 46,155 千円、次いで「多

目的研修集会施設」が 12,945 千円となっている。 

 

表 3-3 町民文化系施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

21 交流館 12 - 600 

コミュニティプラザ 42 18 46,155 

旭野住民センター 9 - 2,499 

共和・上徳住民センター 14 - 691 

止別住民センター（旧止別公民館） 12 - 1,275 

旧小松田住宅 - - - 

若木団地 高齢者生活相談所 - - 394 

小清水団地集会所 - - 854 

神浦住民センター 10 - 829 

水上住民センター 9 - 1,101 

泉住民センター 10 2 605 

多目的研修集会施設 22 - 12,945 

中斗美住民センター 16 6 1,959 

中斗美老人憩いの家 休憩舎 - - - 

砥草原住民センター 5 - - 

南団地集会所 - - 446 

木もれ日広場Ａ棟 - - 8 

木もれ日広場Ｂ棟 - - 8 

美和住民センター 12 39 920 

浜小清水住民センター 

（旧浜小清水公民館） 
16 - 1,334 

浜小清水住民センター 物置 

（旧浜小清水公民館 物置） 
- - - 

桜ヶ丘団地集会所 - - 112 

緑ヶ丘団地集会所 - - 183 
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3－2－2  社会教育系施設の現状 

(1) 施設の概況 

「小清水町郷土資料館」は、平成 24 年（2012 年）3 月に閉校した旧旭野小学校を改修

し、閉校・統合した旧小学校の資料や郷土資料等を一部展示している。 

  「石倉倉庫」は、郷土資料館の倉庫として使用している。 

 

表 3-4 町内の社会教育系施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

小清水町郷土資料館 

（旧旭野小学校校舎） 
1987 1,747 50 66.0％ 

石倉倉庫 1933 264 50 100.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 小清水町郷土資料館（旧旭野小学校） 

写真出典：小清水町ホームページ 

 

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

「小清水町郷土資料館（旧旭野小学校）」は、随時受付の団体見学と不定期の一般公

開日を設けており、日平均利用者数は 28 人となっており、「石倉倉庫」は郷土資料館

の倉庫として現在使用しているため利用者（見学入館者）はない。 

「小清水町郷土資料館（旧旭野小学校）」の年間施設関連コストは、903 千円となって

おり、「石倉倉庫」の経費は年間約 40 千円程度である。 

 

表 3-5 社会教育系施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

小清水町郷土資料館 

（旧旭野小学校校舎） 
28 - 903 

石倉倉庫 - - 44 
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3－2－3  スポーツ・観光系施設の現状 

(1) 施設の概況 

町有のスポーツ・観光系施設は 17 施設 37 棟である。 

「ふれあいセンター（小清水温泉ふれあいセンター）」は、浴場・宿泊・レストラン・会議

室を備え 1993 年に建築された約 2,900 ㎡の施設であり、民間の指定管理者により管理運営され

ている。 

また大規模な施設の建築年代を挙げると、「農業者トレーニングセンター（屋内体育館）」

は 1982 年築、「町民プール」は 1990 年築、「ふれあいアリーナ（室内運動場）」は 1995 年築、

「原生花園 インフォメーションセンター」は 1998 年築であり、1990 年代に建設されたもの

が多く、一方で、2000 年以降に建築された施設も多い。 

 

表 3-6 町内のスポーツ・観光系施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

パークゴルフ場 休憩所 2008 53 40 30.0％ 

パークゴルフ場 公衆便所 2008 25 40 30.0％ 

パークゴルフ場 事務所 2008 14 40 30.0％ 

ハイランド小清水725 

レストハウス 
1995 182 40 62.5％ 

ハイランド小清水725 

併設便所 
1999 47 40 52.5％ 

ハイランド小清水725 

物品庫 
1995 5 40 62.5％ 

ハイランド小清水キャンプ場 

バンガローＡ 
1995 24 40 62.5％ 

ハイランド小清水キャンプ場 

バンガローＢ 
1995 24 40 62.5％ 

ハイランド小清水キャンプ場 

バンガローＣ 
1995 24 40 62.5％ 

ハイランド小清水キャンプ場 

公衆便所 
1995 32 40 62.5％ 

ハイランド小清水キャンプ場 

体験交流センター 
1995 124 40 62.5％ 

ふれあいアリーナ 1995 1,000 50 50.0％ 

ふれあいセンター 1993 2,910 50 54.0％ 

フレトイ展望台 1989 219 50 62.0％ 

原生花園 ログハウス駅 2002 12 40 45.0％ 

原生花園 管理人詰所 2002 11 40 45.0％ 

原生花園 

インフォメーションセンター 
1998 789 50 44.0％ 

原生花園 展望牧舎 1995 275 40 62.5％ 

止別駅前公園 公衆便所 1995 30 40 62.5％ 

町営野球場 ダッグアウト 2004 62 50 32.0％ 

町営野球場 管理棟 2004 78 50 32.0％ 

町営野球場 観客席 2004 108 50 32.0％ 

町営野球場 公衆便所 2004 17 40 40.0％ 

町営野球場 倉庫・階段 2004 24 50 32.0％ 

町営野球場 備品庫 2004 100 50 32.0％ 

町民スキー場 休憩ロッジ 1979 49 40 100.0％ 
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施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

町民プール 1990 1,107 50 60.0％ 

農業者トレーニングセンター 1982 2,213 50 76.0％ 

農業者トレーニングセンター 

車庫 
2019 98 50 0.0％ 

浜小清水キャンプ場 管理人室 1989 19 40 77.5％ 

浜小清水キャンプ場 公衆便所 2000 57 50 40.0％ 

浜小清水キャンプ場 水飲み場 2002 35 40 45.0％ 

武道館 1971 464 50 98.0％ 

リリーパーク 多目的トイレ 2000 62 50 40.0％ 

小清水ツーリストセンター ビジ

ターセンター 
2018 281 40 5.0％ 

小清水ツーリストセンター 

商業施設 
2018 419 40 5.0％ 

多目的運動場 管理棟 2019 143 40 0.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 写真左から：ハイランド小清水 725、ふれあいアリーナ、ふれあいセンター 

 

  



 

 17

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設別に日平均利用者数を見ると、「原生花園 インフォメーションセンター」が約

840 人/日と最も多く、次いで「小清水ツーリストセンター 商業施設（373 人/日）」と

なっている。 

年間施設関連コストは、「農業者トレーニングセンター」が最も多く 17,778 千円、次

いで「ふれあいセンター」が 15,390 千円となっている。 

 

 

表 3-7 スポーツ・観光系施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

パークゴルフ場 休憩所 69 206 5,704 

パークゴルフ場 公衆便所 - - - 

パークゴルフ場 事務所 - - - 

ハイランド小清水 725 

レストハウス 
174 - 2,622 

ハイランド小清水 725 

併設便所 
- - 19 

ハイランド小清水 725 

物品庫 
- - - 

ハイランド小清水キャンプ場 

バンガローＡ 
2 95 1,608 

ハイランド小清水キャンプ場 

バンガローＢ 
1 50 - 

ハイランド小清水キャンプ場 

バンガローＣ 
1 46 - 

ハイランド小清水キャンプ場 

公衆便所 
- - - 

ハイランド小清水キャンプ場 

体験交流センター 
4 12 132 

ふれあいアリーナ 21 16 7,998 

ふれあいセンター 159 - 15,390 

フレトイ展望台 21 - 778 

原生花園 ログハウス駅 - - - 

原生花園 管理人詰所 - - - 

原生花園 インフォメーション

センター 
840 27 8,911 

原生花園 展望牧舎 - - 1,397 

止別駅前公園 公衆便所 - - 544 

町営野球場 ダッグアウト 10 8 2,118 

町営野球場 管理棟 - - - 
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施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

町営野球場 観客席 - - - 

町営野球場 公衆便所 - - - 

町営野球場 倉庫・階段 - - - 

町営野球場 備品庫 - - - 

町民スキー場 休憩ロッジ 37 48 348 

町民プール 16 162 7,858 

農業者トレーニングセンター 88 172 17,778 

農業者トレーニングセンター 

車庫 
- - - 

浜小清水キャンプ場 管理人室 - - 516 

浜小清水キャンプ場 公衆便所 - - 22 

浜小清水キャンプ場 水飲み場 7 55 - 

武道館 9 7 1,239 

リリーパーク 多目的トイレ - - 167 

小清水ツーリストセンター ビ

ジターセンター 
17 - 5,823 

小清水ツーリストセンター 商

業施設 
373 - 758 

多目的運動場 管理棟 56 - 1,082 
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3－2－4  産業系施設の現状 

(1) 施設の概況 

産業系施設としては、浜小清水地区の「活性化センター（道の駅はなやか小清水）」

があり、アグリハートセンターは 2022 年に建築された新しい施設で、農業の拠点施設

として設置され、加工施設機能も有する。 

 

表 3-8 町内の産業系施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

活性化センター 2001 985 50 38.0％ 

活性化センター車庫 2017 38 40 7.5％ 

アグリハートセンター 2022 1,757 50 0.0％ 

 

 

 

 

 

図 3-8 活性化センター（道の駅はなやか小清水） 

写真出典：小清水町ホームページ 

 

 

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設別に日平均利用者数を見ると、「活性化センター（道の駅はなやか小清水）」は 742 

人/日となっている。 

年間施設関連コストは、「活性化センター（道の駅はなやか小清水）」は 11,567 千円と

なっている。 

 

表 3-9 産業系施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

活性化センター 742 544 11,567 

活性化センター車庫 - - - 

アグリハートセンター - - - 
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3－2－5  学校教育系施設の現状 

(1) 施設の概況 

町内 6 小学校（小清水小、北陽小、止別小、旭野小、中斗美小、水上小）を再編して、新た

な小清水小学校が 2012 年に建設された。旧小学校の一部は、工場や郷土資料館などに用途転用

されている。 

小清水中学校は1968年の統合新設から40年あまりが経過した2012年に校舎の全面改築を行

い、現在は新校舎となっている。 

 

表 3-10 町内の学校教育系施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

小清水小学校 校舎 2012 5,041 50 16.0％ 

小清水小学校 屋体 

（児童クラブ室含） 
2012 1,513 50 16.0％ 

小清水小学校 給食センター 2012 462 50 16.0％ 

小清水小学校 物置 1993 19 40 67.5％ 

小清水小学校 物置 2012 45 40 20.0％ 

小清水小学校 バス待合所 2012 10 40 20.0％ 

小清水小学校 

給食センター軽四車庫 
2012 16 40 20.0％ 

小清水中学校 屋体・武道場 2012 1,999 50 16.0％ 

小清水中学校 校舎 2013 4,137 50 14.0％ 

小清水中学校 物置 2012 39 40 20.0％ 

小清水中学校 物置 2013 79 40 20.0％ 

小清水中学校 グラウンドトイレ 1992 16 40 70.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 写真左：小清水小学校  右：小清水中学校 
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(2) 施設のコスト状況 

小学校給食センターの管理委託料等で 65,511 千円の経費がかかっているほか、小学校が

20,006 千円、中学校が 25,864 千円、施設関連コストとしてかかっている。 

なお、下記は施設の維持管理にかかる経費であり、教職員の人件費などは含まれていな

い。 

 

表 3-11 学校教育系施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

小清水小学校 校舎 - - 20,006 

小清水小学校 屋体 

（児童クラブ室含） 
- - 4,039 

小清水小学校 給食センター - - 65,511 

小清水小学校 物置 - - - 

小清水小学校 物置 - - - 

小清水小学校 バス待合所 - - - 

小清水小学校 

給食センター軽四車庫 
- - - 

小清水中学校 屋体・武道場 - - 1,970 

小清水中学校 校舎 - - 25,864 

小清水中学校 物置 - - - 

小清水中学校 物置 - - - 

小清水中学校 

グラウンドトイレ 
- - - 
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3－2－6  子育て支援施設の現状 

(1) 施設の概況 

子育て支援施設としては、小清水地区の「小清水町立保育所」と止別地区の「止別へき

地保育所」がある。いずれも 1970 年代に建てられた古い施設となっている。 

現在、多様な保育需要に応える環境整備が求められていることから、幼保連携のもとで

幼児教育の向上と保育環境の更なる充実を図っていくことを目的とした認定こども園の開

設に向けた準備を進めている。 

 

表 3-12 町内の子育て支援施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

小清水町立保育所 1971 849 40 100.0％ 

小清水町立保育所 

（０歳児保育施設） 
1972 56 40 100.0％ 

止別へき地保育所 1975 262 40 100.0％ 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 小清水町立保育所 

 

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

「小清水町立保育所」の児童数は 78人、施設の維持管理にかかる年間経費は年間約 9,788

千円となっている。 

「止別へき地保育所」の児童数は 12人、施設の維持管理にかかる年間経費は年間約 1,805

千円となっている。 

 

表 3-13 子育て支援施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

小清水保育所 78 13,432 9,788 

小清水町立保育所 

（０歳児保育施設） 
0 0 0 

止別へき地保育所 12 1,890 1,805 
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3－2－7  保健福祉施設の現状 

(1) 施設の概況 

町内の保健福祉施設としては、特別養護老人ホーム「愛寿苑」と、通所介護サービスと

高齢者の入居サービスを実施している「高齢者生活福祉センター」の 2 施設がある。 

「愛寿苑」については 2015 年に新築した新しい施設である。 

 

表 3-14 町内の保健福祉施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

愛寿苑 2015 4,900 50 10.0％ 

高齢者生活福祉センター 1998 1,606 50 44.0％ 

 

  

 

 

 

 

 

図 3-11 写真左から：愛寿苑（新設）、高齢者生活福祉センター 

 

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設別に日平均利用者数を見ると、「愛寿苑」が 76 人/日、「高齢者生活福祉センタ

ーが 40 人/日」となっている。 

年間施設関連コストは、「愛寿苑」が 10,000 千円となっており、「高齢者生活福祉セ

ンター」が 18,708 千円となっている。 

 

表 3-15 保健福祉施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

愛寿苑 76 - 10,000 

高齢者生活福祉センター 40 - 18,708 
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3－2－8  行政系施設の現状 

(1) 施設の概況 

小清水町の役場庁舎は 1962 年の建築で、既に建築後 50 年あまりが経過している。2007 年に

は内装外装の改修を行ったが、構造躯体の改修は行っておらず、耐震性能の課題が残っている。 

そのほか庁舎以外にも車庫や書庫など施設があり、中には建築後 50 年以上経過したものもあ

る。 

 

表 3-16 町内の行政系施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

役場庁舎 1962 1,399 50 100.0％ 

止別建設車輌車庫 2012 545 50 16.0％ 

書庫 1975 598 50 90.0％ 

止別出張所 1992 63 40 70.0％ 

止別建設車輌車庫（Ｄ型） 1975注 194 50 90.0％ 

旧網走土現倉庫 1975注 125 50 90.0％ 

建設機械車庫NO2 1976 190 50 88.0％ 

公用車車庫NO2 1976 308 50 88.0％ 

公用車車庫NO3 2003 15 50 34.0％ 

第2分団庁舎兼車庫 1992 176 50 56.0％ 

第3分団庁舎兼車庫 1994 133 50 52.0％ 

スクールバス車庫 2014 296 50 12.0％ 

 注：表内 2 施設は建築年不明につき推定年。  

 

 

図 3-12 写真左：役場庁舎 
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(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

日平均利用者数で見ると、役場庁舎は 200 人/日となっている。 

年間施設関連コストは、「役場庁舎」が最も多く 12,541 千円、次いで「第 2 分団庁舎兼

車庫」「第 3 分団庁舎兼車庫」となっている。 

 

表 3-17 行政系施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

役場庁舎 200 - 12,541 

止別建設車輌車庫 - - 128 

書庫 - - 567 

止別出張所 5 - - 

止別建設車輌車庫（Ｄ型） - - - 

旧網走土現倉庫 - - - 

建設機械車庫 NO2 - - - 

公用車車庫 NO2 - - 30 

公用車車庫 NO3 - - 46 

第 2 分団庁舎兼車庫 2 - 1,343 

第 3 分団庁舎兼車庫 1 - 1,155 

スクールバス車庫 - - - 
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3－2－9  公営住宅の現状 

(1) 施設の概況 

小清水町の所有する公営住宅は、周辺町村と比較すると多くはないものの、全部で 74 棟、延

べ床面積の合計は約 20,322 ㎡である。 

1990 年代に建てられた住棟には、最も延べ床の大きい「南団地」や「小清水団地」などがあ

り、また 2000 年以降にも「若木団地」「新止別団地」の住棟が建築されている。 

一方、1970 年前後に建てられた住棟には「桜ヶ丘団地」「はまなす団地」「緑ヶ丘団地」な

どがあり、建築から 50 年あまりが経過している。 

 

表 3-18 町内の公営住宅の現状 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

中斗美1号棟 1996 73 40 60.0％ 

中斗美2号棟 1998 73 40 55.0％ 

中斗美3号棟 1984 92 40 90.0％ 

中斗美5号棟 1989 75 40 77.5％ 

中斗美4号棟 1990 75 40 75.0％ 

中斗美6号棟 1992 75 40 70.0％ 

はまなす団地第1種1号棟 1972 167 40 100.0％ 

はまなす団地第2種2号棟 1972 157 40 100.0％ 

旭野1号棟 1994 75 40 65.0％ 

旭野2号棟 1992 75 40 70.0％ 

旭野3号棟 1991 75 40 72.5％ 

旭野4号棟 1989 75 40 77.5％ 

旭野5号棟 1987 92 40 82.5％ 

止別1号棟 1993 75 40 67.5％ 

止別3号棟 1991 75 40 72.5％ 

止別4号棟 1986 92 40 85.0％ 

若木団地1号棟 2007 813 50 26.0％ 

若木団地2号棟 2008 814 50 24.0％ 

若木団地3号棟 2009 814 50 22.0％ 

若木団地渡り廊下 2009 92 50 22.0％ 

小清水団地第1種11号棟 1993 317 50 54.0％ 

小清水団地第1種3号棟 1994 317 50 52.0％ 

小清水団地第1種4号棟 1993 317 50 54.0％ 

小清水団地第1種5号棟 1992 317 50 56.0％ 

小清水団地第2種1号棟 1994 317 50 52.0％ 

小清水団地第2種2号棟 1994 317 50 52.0％ 

小清水団地第2種6号棟 1992 317 50 56.0％ 

小清水団地第2種7号棟 1991 317 50 58.0％ 

小清水団地第2種8号棟 1991 317 50 58.0％ 

小清水団地第2種9号棟 1992 317 50 56.0％ 

小清水団地第2種10号棟 1992 317 50 56.0％ 

小清水団地第2種12号棟 1993 317 50 54.0％ 

小清水団地第2種13号棟 1993 317 50 54.0％ 

小清水団地第2種14号棟 1994 317 50 52.0％ 

新止別団地Ａ棟 2003 159 40 42.5％ 

新止別団地Ｂ棟 2003 159 40 42.5％ 

新止別団地Ｃ棟 2003 159 40 42.5％ 
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施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

新止別団地Ｄ棟 2003 159 40 42.5％ 

新止別団地Ｅ棟 2003 159 40 42.5％ 

新止別団地Ｆ棟 2005 159 40 37.5％ 

新止別団地Ｇ棟 2005 159 40 37.5％ 

新浜小清水団地Ａ棟 1999 153 40 52.5％ 

新浜小清水団地Ｂ棟 1999 153 40 52.5％ 

新浜小清水団地Ｃ棟 1999 153 40 52.5％ 

新浜小清水団地Ｄ棟 2000 153 40 50.0％ 

新浜小清水団地Ｅ棟 2001 271 40 47.5％ 

新浜小清水団地Ｆ棟 2001 271 40 47.5％ 

新浜小清水団地Ｇ棟 2003 159 40 42.5％ 

新浜小清水団地Ｈ棟 2004 159 40 40.0％ 

桜ヶ丘1号棟 1974 56 40 100.0％ 

桜ヶ丘2号棟 1974 56 40 100.0％ 

桜ヶ丘3号棟 1974 56 40 100.0％ 

桜ヶ丘4号棟 1974 56 40 100.0％ 

南団地Ａ棟 1995 1,883 50 50.0％ 

南団地Ｂ棟 1997 1,829 50 46.0％ 

南団地Ｃ棟 1998 1,418 50 44.0％ 

南団地Ｄ棟 2000 1,418 50 40.0％ 

桜ヶ丘団地第1種15号棟 1969 86 50 100.0％ 

桜ヶ丘団地第1種19号棟 1970 165 50 100.0％ 

桜ヶ丘団地第1種22号棟 1971 167 50 98.0％ 

桜ヶ丘団地第1種24号棟 1971 167 50 98.0％ 

桜ヶ丘団地第1種25号棟 1975 193 50 90.0％ 

桜ヶ丘団地第2種11号棟 1969 146 50 100.0％ 

桜ヶ丘団地第2種17号棟 1970 152 50 100.0％ 

桜ヶ丘団地第2種20号棟 1973 157 50 94.0％ 

桜ヶ丘団地第2種21号棟 1973 157 50 94.0％ 

桜ヶ丘団地第2種26号棟 1975 205 50 90.0％ 

桜ヶ丘団地低家賃27号棟 1975 157 50 90.0％ 

桜ヶ丘団地低家賃28号棟 1975 157 50 90.0％ 

緑ヶ丘団地3号棟 1967 132 50 100.0％ 

緑ヶ丘団地4号棟 1967 132 50 100.0％ 

緑ヶ丘団地6号棟 1968 135 50 100.0％ 

緑ヶ丘団地7号棟 1968 135 50 100.0％ 

緑ヶ丘団地9号棟 1969 138 50 100.0％ 
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3－2－10  公園の現状 

(1) 施設の概況 

公園施設は、1990 年代から 2000 年初期に建築されている。 

 

表 3-19 町内の公園施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

止別駅前公園 屋外ステージ 1996 67 40 60.0％ 

百年記念公園 高齢者用便所 1999 11 40 52.5％ 

役場庁舎前小公園 公衆便所 2001 30 40 47.5％ 

 

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

日平均利用者数で見ると、「役場庁舎前小公園 公衆便所」が最も多く、100 人/日とな

っている。 

年間施設関連コストについても、「役場庁舎前小公園 公衆便所」が最も多く 356 千円と

なっている。 

 

表 3-20 公園施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

止別駅前公園 屋外ステージ - - - 

百年記念公園 高齢者用便所 39 - 80 

役場庁舎前小公園 公衆便所 100 - 356 
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3－2－11  供給処理施設の現状 

(1) 施設の概況 

供給処理施設は、1970 年代から 1980 年代に建築されており、老朽化が進んでいる状況であ

る。 

 

表 3-21 町内の供給処理施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

旧ごみ処理場 円型ハウス 1976 66 50 88.0％ 

旧ごみ処理場 作業員休憩舎 1981 26 40 97.5％ 

リサイクルセンター 1981 378 50 78.0％ 

リサイクルセンター 物置 1983 39 40 92.5％ 

リサイクルセンター 

ストックヤード 
2016 161 50 8.0％ 

廃棄物処理場 処分施設 1989 321 50 62.0％ 

廃棄物処理場 倉庫 1989 58 40 77.5％ 

 

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

「廃棄物処理場 処分施設」の年間施設関連コストは、27,498 千円となっている。 

 

表 3-22 供給処理施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

旧ごみ処理場 円型ハウス - - - 

旧ごみ処理場 作業員休憩舎 - - - 

リサイクルセンター - - - 

リサイクルセンター 物置 - - - 

リサイクルセンター 

ストックヤード 
- - - 

廃棄物処理場 処分施設 - - 27,498 

廃棄物処理場 倉庫 - - - 
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3－2－12  その他施設の現状 

(1) 施設の概況 

その他施設には、「町営牧場」「葬斎場」「教職員住宅」などがある。 

築 50 年以上経過している施設がある一方、築 10 年程度の施設もある。 

 

表 3-23 町内のその他施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

町営牧場（舎飼施設） 

ゆう水処理施設 
2004 57 50 32.0％ 

町営牧場（舎飼施設） 

フリーバーン牛舎Ａ 
2010 1,261 50 20.0％ 

町営牧場（舎飼施設） 

フリーバーン牛舎Ｂ 
2010 1,261 50 20.0％ 

町営牧場（舎飼施設） 

フリーバーン牛舎Ｃ 
2010 788 50 20.0％ 

町営牧場（舎飼施設） 管理棟 2010 41 40 25.0％ 

町営牧場（舎飼施設） 飼料倉庫 2010 203 50 20.0％ 

町営牧場（舎飼施設） 農具庫 1975 203 50 90.0％ 

町営牧場（舎飼施設） 衛生舎 2019 140 50 0.0％ 

旧歯科診療所 1971 180 40 100.0％ 

魚菜卸売センター 1967 255 40 100.0％ 

交通ターミナル 1998 132 40 55.0％ 

葬斎場 2001 460 50 38.0％ 

庁舎前バス待合所 1988 19 40 80.0％ 

旭野へき地保健福祉館 物置№2 1982 19 50 76.0％ 

道の駅店舗施設 2001 233 40 47.5％ 

小清水小学校教員住宅（1号） 2011 88 40 22.5％ 

小清水小学校教員住宅（4号） 2011 75 40 22.5％ 

小清水中学校教職員住宅 

（22号）校長 
1981 92 40 97.5％ 

小清水中学校教職員住宅 

（23号）教頭 
1994 75 40 65.0％ 

小清水中学校教職員住宅（24号） 2003 64 40 42.5％ 

小清水中学校教職員住宅（25号） 2003 64 40 42.5％ 

小清水中学校教職員住宅（26号） 2003 64 40 42.5％ 

小清水中学校教職員住宅（27号） 2003 64 40 42.5％ 

小清水中学校教職員住宅 

(A-1)30号 
2004 64 40 40.0％ 

小清水中学校教職員住宅 

(A-2)31号 
2004 64 40 40.0％ 

小清水中学校教職員住宅 

(A-3)33号 
2005 64 40 37.5％ 

小清水中学校教職員住宅 

(B-1)28号 
2004 64 40 40.0％ 

小清水中学校教職員住宅 

(B-2)29号 
2004 64 40 40.0％ 

小清水中学校教職員住宅 

(B-3)32号 
2004 64 40 40.0％ 

教職員住宅（34～37号） 1988 284 40 80.0％ 

教職員住宅（34～37号）物置 1988 19 40 80.0％ 

教職員住宅（38～41号） 1992 284 40 70.0％ 



 

 31

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

教職員住宅（38～41号）物置 1992 19 40 70.0％ 

教職員住宅（42～45号） 1994 267 40 65.0％ 

教職員住宅（42～45号）物置 1994 19 40 65.0％ 

教職員住宅（46・47号） 1999 144 40 52.5％ 

教職員住宅（46・47号）物置 1999 10 40 52.5％ 

職員住宅（5号） 1966 88 50 100.0％ 

職員住宅（6号） 1964 65 50 100.0％ 

職員住宅（7号） 1965 65 50 100.0％ 

職員住宅（34号） 1965 55 50 100.0％ 

職員住宅（41号） 1967 55 50 100.0％ 

職員住宅（42号） 1967 55 50 100.0％ 

職員住宅（45号） 1969 58 40 100.0％ 

職員住宅（46号） 1969 55 50 100.0％ 

職員住宅（47号） 1969 55 50 100.0％ 

職員住宅（50号） 1970 55 50 100.0％ 

職員住宅（51号） 1970 55 50 100.0％ 

職員住宅（52号） 1971 55 50 98.0％ 

職員住宅（53号） 1971 55 50 98.0％ 

職員住宅（54､55号） 1971 109 50 98.0％ 

職員住宅（56､57号） 1971 109 50 98.0％ 

職員住宅（58,59号） 1971 112 40 100.0％ 

職員住宅（63号） 1972 56 50 96.0％ 

職員住宅（64号） 1972 56 50 96.0％ 

職員住宅（65号） 1972 56 50 96.0％ 

職員住宅（67号） 1973 56 50 94.0％ 

職員住宅（68号） 1973 56 50 94.0％ 

職員住宅（69号） 1973 56 50 94.0％ 

職員住宅（70号） 1973 56 50 94.0％ 

 

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

「交通ターミナル」の年間施設関連コストは 1,814 千円、「葬斎場」の年間施設関連コス

トは 5,417 千円となっている。 

 

表 3-24 その他施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

町営牧場（舎飼施設） 

ゆう水処理施設 
- - - 

町営牧場（舎飼施設） 

フリーバーン牛舎Ａ 
- - - 

町営牧場（舎飼施設） 

フリーバーン牛舎Ｂ 
- - - 

町営牧場（舎飼施設） 

フリーバーン牛舎Ｃ 
- - - 

町営牧場（舎飼施設） 管理棟 - - - 

町営牧場（舎飼施設） 飼料倉庫 - - - 
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施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

町営牧場（舎飼施設） 農具庫 - - - 

町営牧場（舎飼施設） 衛生舎 - - - 

旧歯科診療所 10 - - 

魚菜卸売センター - - - 

交通ターミナル 13 - 1,814 

葬斎場 10 760 5,417 

庁舎前バス待合所 - - 8 

旭野へき地保健福祉館 物置№2 - - - 

道の駅店舗施設 - - - 

小清水小学校教員住宅（1 号） - - - 

小清水小学校教員住宅（4 号） - - - 

小清水中学校教職員住宅 

（22 号）校長 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

（23 号）教頭 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

（24 号） 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

（25 号） 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

（26 号） 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

（27 号） 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

(A-1)30 号 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

(A-2)31 号 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

(A-3)33 号 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

(B-1)28 号 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

(B-2)29 号 
- - - 

小清水中学校教職員住宅 

(B-3)32 号 
- - - 

教職員住宅（34～37 号） - - - 

教職員住宅（34～37 号）物置 - - - 

教職員住宅（38～41 号） - - - 

教職員住宅（38～41 号）物置 - - - 

教職員住宅（42～45 号） - - - 
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施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

教職員住宅（42～45 号）物置 - - - 

教職員住宅（46・47 号） - - - 

教職員住宅（46・47 号）物置 - - - 

職員住宅（5 号） - - - 

職員住宅（6 号） - - - 

職員住宅（7 号） - - - 

職員住宅（34 号） - - - 

職員住宅（41 号） - - - 

職員住宅（42 号） - - - 

職員住宅（45 号） - - - 

職員住宅（46 号） - - - 

職員住宅（47 号） - - - 

職員住宅（50 号） - - - 

職員住宅（51 号） - - - 

職員住宅（52 号） - - - 

職員住宅（53 号） - - - 

職員住宅（54､55 号） - - - 

職員住宅（56､57 号） - - - 

職員住宅（58,59 号） - - - 

職員住宅（63 号） - - - 

職員住宅（64 号） - - - 

職員住宅（65 号） - - - 

職員住宅（67 号） - - - 

職員住宅（68 号） - - - 

職員住宅（69 号） - - - 

職員住宅（70 号） - - - 

 

  



 

 34

3－2－13  上水道施設の現状 

(1) 施設の概況 

上水道施設には、「浄水場」「配水池」などがあり、築 40 年以上経過している施設もある。 

 

表 3-25 町内の上水道施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

小清水地区浄水場 1995 76 40 62.5％ 

小清水地区浄水場 1974 83 40 100.0％ 

小清水地区1号取水井 1974 32 50 92.0％ 

小清水北地区浄水場 1981 177 50 78.0％ 

小清水北地区浄水場 2000 26 40 50.0％ 

小清水西地区低区配水池 1988 66 40 80.0％ 

小清水西地区高区配水池 1988 23 40 80.0％ 

小清水西地区取水施設 1988 15 40 80.0％ 

小清水北地区第2配水池 2000 116 50 40.0％ 

小清水南部地区浄水場 2008 69 50 24.0％ 

小清水南部地区ポンプ場 2008 11 50 24.0％ 

小清水西第2地区浄水場 2015 221 50 10.0％ 

小清水西第2地区量水器室 2015 10 50 10.0％ 

小清水地区配水池 2018 294 60 3.4％ 

 

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

年間施設関連コストは、「小清水地区浄水場」が最も多く 4,077 千円、次いで「小清水

北地区浄水場」が 3,779 千円となっている。 

 

表 3-26 上水道施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

小清水地区浄水場 - - 4,077 

小清水地区浄水場 - - 99 

小清水地区 1 号取水井 - - 1,258 

小清水北地区浄水場 - - 3,779 

小清水北地区浄水場 - - - 

小清水西地区低区配水池 - - 1,405 

小清水西地区高区配水池 - - 651 

小清水西地区取水施設 - - 1,752 

小清水北地区第 2 配水池 - - 1,851 

小清水南部地区浄水場 - - 1,943 

小清水南部地区ポンプ場 - - 194 
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施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

小清水西第 2 地区浄水場 - - 2,866 

小清水西第 2 地区量水器室 - - 178 

小清水地区配水池 - - 350 

 

3－2－14  下水道施設の現状 

(1) 施設の概況 

下水道施設は、1990 年代から 2000 年代に建築されている。 

 

表 3-27 町内の下水道施設 

施設/建物 名称 建築年 
延べ床面積 

（㎡） 
耐用年数 

令和2年度 

有形固定資産減価償却率 

小清水地区処理施設 2004 253 50 32.0％ 

小清水地区処理施設 1990 954 50 60.0％ 

浜小清水地区処理施設 1999 820 50 42.0％ 

止別地区処理施設 2000 491 50 40.0％ 

 

(2) 施設の利用状況及び施設のコスト状況 

年間施設関連コストは、「小清水地区処理施設」が最も多く 19,658 千円、次いで「浜

小清水地区処理施設」が 8,407 千円となっている。 

 

表 3-28 下水道施設の利用状況及び施設のコスト状況 

施設/建物 名称 
1 日平均 

利用者数 

年間施設 

利用者収入（千円） 

年間施設関連 

コスト（千円） 

小清水地区処理施設 - - 19,658 

小清水地区処理施設 - - - 

浜小清水地区処理施設 - - 8,407 

止別地区処理施設 - - 6,951 
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4  維持管理コストの算出 

 

4－1  公共施設（建築物）の更新・改修コストの算出 

4－1－1  公共施設（建築物）の改修・更新にかかる費用 

(1) 公共施設全般 

公共施設（建築物）について、更新費用を推計するため総務省が示している施設更新単価

を参考に、改修・更新にかかる費用を試算した。 

公共施設を耐用年数経過時に単純に更新した場合と施設の方向性に基づいた将来の改修・

更新にかかる費用を試算した場合を比較する。なお、本計画期間は 2040 年度までとなってい

るが、更新時期が 2041 年度以降の施設が多いことから 2041 年度以降の費用も含め試算して

いる。 

また、既に個別施設計画で費用シミュレーションを行っている施設については除いて算出

している。 

 

 

表 4-1 算出条件の条件 

条件 
建て替え周期50年で大規模改修は実施しない。 

木造の耐用年数を40年、非木造の耐用年数を50年と設定。 

 

表 4-2 公共施設（建築物）の単価表 

 再取得単価 

10町民文化系 400,000 円/㎡ 

11社会教育系 400,000 円/㎡ 

12スポーツ・観光系 360,000 円/㎡ 

13産業系 400,000 円/㎡ 

14学校教育系 330,000 円/㎡ 

15子育て支援 330,000 円/㎡ 

16保健福祉 360,000 円/㎡ 

18行政系 400,000 円/㎡ 

19公営住宅 280,000 円/㎡ 

20公園 330,000 円/㎡ 

21供給処理 360,000 円/㎡ 

22その他 360,000 円/㎡ 

23上水道 360,000 円/㎡ 

24下水道 360,000 円/㎡ 
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既存の公共施設（建築物）を単純に更新した場合の費用を試算したところ、必要となる費

用は、約166億円と推計される。 

 

表 4-3 単純更新費用 
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（単位：千円） 単純更新費用

【単純更新費用】 （単位：千円）
2022〜2030年度 2031〜2040年度 2041〜2050年度 2051年度〜 合計

町⺠⽂化系 198,044 216,480 875,432 33,600 1,323,556
社会教育系 105,784 698,800 0 0 804,584
スポーツ・観光系 191,678 272,866 103,018 220,615 788,177
産業系 0 0 394,092 717,804 1,111,896
学校教育系 0 11,550 0 62,370 73,920
子育て支援 385,414 0 0 0 385,414
保健福祉 0 0 0 0 0
行政系 1,049,648 25,272 123,408 342,744 1,541,072
公営住宅 1,015,451 336,997 3,628,492 709,108 5,690,048
公園 0 25,753 9,742 0 35,495
供給処理 68,011 251,478 0 57,960 377,449
その他 916,376 348,923 328,972 1,559,729 3,154,000
上水道 79,034 100,793 41,882 217,685 439,394
下水道 0 343,314 472,104 91,166 906,584

合計 4,009,441 2,632,225 5,977,141 4,012,782 16,631,589
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一方、施設の方針に基づいた将来の改修・更新にかかる費用は約105億円となり、単純に

更新した場合の費用に比べて約61億円縮減することができる。 

 

表 4-4 更新方針適用後の費用 

 

 

 

※施設の方針が維持の場合は再取得単価を採用し、役場庁舎は新庁舎の延べ床面積×再取得単

価、減築は再取得価格×60％、廃止、簡易化、移管を0円で計算 
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【更新方針適用後の費用】 （単位：千円）
2022〜2030年度 2031〜2040年度 2041〜2050年度 2051年度〜 合計 削減額

町⺠⽂化系 0 0 0 0 0 -1,323,556
社会教育系 0 419,280 0 0 419,280 -385,304
スポーツ・観光系 0 51,480 26,791 35,280 113,551 -674,626
産業系 0 0 394,092 717,804 1,111,896 0
学校教育系 0 0 0 62,370 62,370 -11,550
子育て支援 0 0 0 0 0 -385,414
保健福祉 0 0 0 0 0 0
行政系 1,577,180 0 0 336,564 1,913,744 372,672
公営住宅 0 0 3,495,024 709,108 4,204,133 -1,485,915
公園 0 3,703 9,742 0 13,444 -22,051
供給処理 14,040 251,478 0 57,960 323,478 -53,971
その他 109,080 296,050 314,244 224,345 943,719 -2,210,280
上水道 79,034 100,793 41,882 217,685 439,394 0
下水道 0 343,314 472,104 91,166 906,584 0

合計 1,779,334 1,466,098 4,753,880 2,452,282 10,451,594 -6,179,995
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(2) 小清水町個別施設計画対象施設 

小清水町個別施設計画対象施設については、個別施設計画の中で、公共施設を耐用年数経

過時に単純に更新した場合と施設の方向性に基づいた将来の改修・更新にかかる費用を試算

し、比較している。なお、計画期間は 2040 年度までとなっているが、更新時期が 2041 年度

以降の施設が多いことから 2041 年度以降の費用も含め試算している。 

 

表 4-5 個別施設計画対象施設一覧 

多目的研修集会施設 町民文化系 

コミュニティプラザ 町民文化系 

21 交流館 町民文化系 

浜小清水住民センター（旧浜小清水公民館） 町民文化系 

止別住民センター（旧止別公民館） 町民文化系 

農業者トレーニングセンター スポーツ・観光系 

町民プール スポーツ・観光系 

ふれあいアリーナ スポーツ・観光系 

ふれあいセンター スポーツ・観光系 

ハイランド小清水 725 レストハウス スポーツ・観光系 

ハイランド小清水 725 併設便所 スポーツ・観光系 

小清水ツーリストセンター ビジターセンター スポーツ・観光系 

小清水ツーリストセンター 商業施設 スポーツ・観光系 

原生花園インフォメーションセンター スポーツ・観光系 

高齢者生活福祉センター 保健福祉 

愛寿苑 保健福祉 
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既存の公共施設（建築物）を単純に更新した場合の費用を試算したところ、必要となる費

用は、約 76 億円と推計される。 

 

表 4-6 単純更新費用 

 

 

 

 

一方、施設の方針に基づいた将来の改修・更新にかかる費用は約52億円となり、単純に更

新した場合の費用に比べて約24億円縮減することができる。 

 

表 4-7 更新方針適用後の費用 

 

 

【単純更新費用】 （単位：千円）
2021〜2030年度 2031〜2040年度 2041〜2050年度 2051年度〜 合計

町⺠⽂化系 0 989,608 834,096 183,348 2,007,052
スポーツ・観光系 0 1,277,698 1,691,572 251,993 3,221,262
保健福祉 0 0 578,275 1,764,000 2,342,275

合計 0 2,267,306 3,103,943 2,199,341 7,570,589

【更新方針適用後の費用】 （単位：千円）
2021〜2030年度 2031〜2040年度 2041〜2050年度 2051年度〜 合計 削減額

町⺠⽂化系 0 659,742 716,000 183,348 1,559,090 -447,962
スポーツ・観光系 0 239,056 1,331,626 251,993 1,822,674 -1,398,588
保健福祉 0 0 0 1,764,000 1,764,000 -578,275

合計 0 898,798 2,047,626 2,199,341 5,145,765 -2,424,825
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(3) 小清水町学校施設個別施設計画対象施設 

小清水町学校施設個別施設計画対象施設については、個別施設計画の中で、改築と大規模

改造による「改築中心型」管理を行った場合の、建築後 50 年間の維持・更新コストを試算し

ている。改築周期は、文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」を踏まえ、

建築後 50 年としている。 

 

表 4-8 学校施設個別施設計画対象施設一覧 

小清水小学校-校舎 学校教育系 

小清水小学校-体育館（児童クラブ室含む） 学校教育系 

小清水中学校-校舎 学校教育系 

小清水中学校-体育館・武道場 学校教育系 

給食センター 学校教育系 
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 「改築中心型」管理を行った場合、建築後 50 年間の施設の維持・更新コストは、5,390,429

千円となる。 

 

■試算条件 
工程 対応時期 学校校舎・給食センター 単価 体育館・武道場 単価 

大規模改造 建築後 20 年後 82,500 円/㎡（改築単価の 25％） 72,600 円/㎡（改築単価の 22％） 

改築 建築後 50 年後 330,000 円/㎡ 330,000 円/㎡ 

単位（千円） 

 

単位（千円） 

 改築

年度 

大規模改造費 

（2032～2033 年） 

改築 

（2062～2063 年） 
合計 

小清水小学校-校舎 2062 415,882 1,663,530 2,079,412 

小清水小学校-体育館（児童クラブ室含む） 2062 109,843 499,290 609,133 

小清水中学校-校舎 2063 341,302 1,365,210 1,706,512 

小清水中学校-体育館・武道場 2062 145,127 659,670 804,797 

給食センター 2062 38,115 152,460 190,575 

合計 1,050,269 4,340,160 5,390,429 
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「改築中心型」の維持・更新コスト

大規模改造費（2032〜2033年） 改築（2062〜2063年）
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 一方、「長寿命化型」では、建築後 20 年後と 60 年後に大規模改造を行い、その間に長寿命化

改修を建築後 40 年後に実施し、80 年間施設を使用すると仮定する。そこで、「改築中心型」か

ら「長寿命化型」へ切り替えた場合の、建築後 60 年間の維持・更新コストを試算すると以下の

ような結果となった。なお、長寿命化改修単価は文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定

に係る解説書」を参考に改築単価の 60％で計算している。 

 

■試算条件 
工程 対応時期 学校校舎・給食センター 単価 体育館・武道場 単価 

大規模改造 建築後 20・60 年後 
82,500 円 /㎡ 

（改築単価の 25％） 

72,600 円/㎡ 

（改築単価の 22％） 

長寿命化改修 建築後 40 年後 198,000 円/㎡ 198,000 円/㎡ 

単位（千円） 

 

単位（千円） 

  
改築

年度 

大規模改造費 

（2032～2033 年） 

（2072～2073 年） 

長寿命化改修 

（2052～2053 年） 
合計 

小清水小学校-校舎 2092 831,764 998,118 1,829,882 

小清水小学校-体育館（児童クラブ室含む） 2092 219,686 299,574 519,260 

小清水中学校-校舎 2093 682,604 819,126 1,501,730 

小清水中学校-体育館・武道場 2092 290,254 395,802 686,056 

給食センター 2092 76,230 91,476 167,706 

合計 2,100,538 2,604,096 4,704,634 

 

 試算結果から、「長寿命化型」管理を行った場合、建築後 60 年間の施設の維持・更新コスト

は、4,704,634 千円となった。 

 「改築中心型」と「長寿命化型」では、施設の維持・更新サイクルが異なり単純比較とはな

らないが、「改築中心型」管理を行った場合の建築後 50 年間の維持・更新コストは、5,390,429

千円であり、「長寿命化型」管理に切り替えることで 685,795 千円縮減となる。 
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小清水小学校-校舎

小清水小学校-体育館（児童クラブ室含む）

小清水中学校-校舎

小清水中学校-体育館・武道場

給食センター

「⻑寿命化型」の維持・更新コスト

大規模改造費（2032〜2033年） ⻑寿命化（2052〜2053年） 大規模改造費（2072〜2073年）
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4－2  インフラ施設の更新・改修コストの算出 

4－2－1  道路 

 道路については、個別施設計画（長寿命化計画）を策定しておらず、下記の内容は公共施設

等総合管理計画策定時の試算結果となる。今後、個別施設計画を策定した際には見直しを行っ

てくこととする。 

 

(1) 道路の改修・修繕費用の実績値 

小清水町の管理する道路延長は約 500 ㎞におよび、道路部面積は約 250 万㎡である。 

過去 10 年間の更新改修費用を見ると、29 百万円から 52 百万円と年度によって変動がある

ものの、平均では約 40 百万円程度となっている。 

 

表 4-9 小清水町の道路延長と道路部面積 

 総延長（ｍ） 道路部面積（㎡） 

1級 67,653 549,810 

2級 76,018 551,593 

その他 359,154 1,409,531 

合計 502,825 2,510,934 

資料：道路現況（総括）調書 （平成 26 年 3 月調製） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 道路の年次別の更新・改修費用の実績額 

資料：小清水町調べ 
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(2) 算出方法・算出結果 

①道路部面積あたり単価による算出 

総務省では、公共施設（建築物）と同様に、インフラ施設についても更新・改修費用

の推計方法と推計ソフト（地域総合整備財団作成「公共施設及びインフラの更新費用推

計ソフト」）を公開しており、その内容は次頁のとおりである。 

道路面積を更新周期で除した値を更新数量として、この更新数量に道路面積あたりの

更新単価に乗じることで道路の更新費用を推計することとしている。しかし、小清水町

の町道除雪率は約 65％程度であることから、全ての道路を更新対象とするのではなく、

この除雪率を管理道路割合の目安として乗じることとする。 

その結果、同ソフトでの「道路部面積あたり単価による算出」では年間約 5 億円の道

路維持更新費がかかるとの見通しとなったが、小清水町の費用実績値（前頁参照、年間

40 百万円程度）に比べて過大な値となった。 

 

表 4-10 小清水町の町道除雪率 

 平成 26 年度 平成 27 年度予定 平均 

除雪率（％） 65.1％ 64.2％ 64.6％ 

 

表 4-11 道路の更新・改修費用の算出結果①「道路部面積あたり単価による算出」 

40 年累積（2015 年～2054 年） 20,341 百万円 

年平均 509 百万円 

 

 

②実績値に基づく算出 

「道路部面積あたり単価による算出」では町の費用実績値に比べて過大な費用見通し

となったことから、過去 10 年間の平均費用実績値が今後も続くものとして、将来の更新・

改修費用を算出する。 

年間の費用は約 4 千万円、2015 年から 2054 年までの将来 40 年の合計費用は約 16 億円

となる。 

表 4-12 道路の更新・改修費用の算出結果②（実績値に基づく算出） 

40 年累積（2015 年～2054 年） 1,615 百万円 

年平均 40.4 百万円 
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【道路の費用推計の考え方】  （推計ソフトマニュアルから要約抜粋） 

道路は、整備面積を更新年数で割った面積を 1 年間の舗装部分の更新量と仮定し、更

新単価を乗じることにより更新費用を試算する。 

データの入力精度により 2 種類の算定方法がある。後者の方が精度が高い。 

(ア) 総面積による算定方法 

一般道路、自転車歩行車道の総面積に対し更新費用を試算する。 

(イ)分類別面積による算定方法 

以下の分類別面積に対し、それぞれの面積を更新年数で割った面積を 1 年間の舗装部

分の更新量と仮定し、それぞれの更新費用を乗じることにより更新費用を試算する。 

□ 数量の考え方 

道路については、路線ごとに一度に整備するものではなく、区間ごとに整備していく

ため、年度別に把握することは困難である。そのため、道路施設現況調査（国土交通省）

により把握した現在の道路の総面積を、舗装部分の更新（打換え）の耐用年数で割った

ものを、1 年間の舗装部分の更新量と仮定する。 

□ 耐用年数の考え方 

舗装の耐用年数の 10 年と舗装の一般的な供用寿命の 12～20 年のそれぞれの年数を

踏まえ 15 年とし、したがって、全整備面積をこの 15 年で割った面積の舗装部分を毎年

度更新していくと仮定する。 

□ 更新単価の考え方 

総面積に対する更新単価、分類別面積に対するそれぞれの更新単価を設定し試算する。

各団体による基準値、試算値を記入する。 

 

表 4-13 更新単価（推計ソフト初期設定値） 

一般道路 4,700 円／㎡ 

自転車歩行者道 2,700 円／㎡ 
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4－2－2  橋梁 

 小清水町が管理する道路橋は現在 66 橋あり、このうち建設後 50 年を経過する高齢化橋梁

は 2 橋あり、10 年後には全体の 30％にあたる 20 橋、また 20 年後には全体の 53％にあたる

35 橋にのぼり急速に高齢化橋梁が増大する。 

 公共事業関連予算が削減傾向にある中、今後増大が見込まれる老朽化した橋梁の修繕・架

替えに要する費用に対し、可能な限りコスト削減への取り組みが必要不可欠となる。 

 そこで、平成 24 年度作成の小清水町橋梁長寿命化計画を近接目視点検の結果を踏まえて、

橋梁長寿命化計画の見直しを行った。 

 従来の「事後保全型」から「予防保全」への転換を図り、「橋梁の高い安全性の確保」、「道

路ネットワークサービス水準の維持」、「維持補修費の縮減および平準化」を目的としている。 

 

 

 

 橋梁長寿命化計画対象の 66 橋について、設定した 3 つのシナリオで今後 60 年間に必要と

される維持管理コストについて比較を行ったところ、トータルコストが最小となったのは①

予防保全型であり、③大規模補修・更新型と比較すると、60 年間で約 55 億円（訳 46％）の

費用縮減が見込まれる。なお、上記の費用は計画改定時の令和 2 年度での試算であり、今後

の損傷状況の変化などによる計画の見直しにより、変動することが考えられる。 

（北海道ケンセツ技術センター 橋梁マネジメントシステムによりコスト縮減効果を算定） 

 

 

表 4-2 橋梁更新・長寿命化に向けた 3 つのシナリオ 
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図 4-3 シナリオごとの修繕費の推移 
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4－2－3  上水道 

 上水道については、小清水町簡易水道事業経営戦略において、平成 30 年度から令和 9 年度

までの概算費用を公表している。 

 

施設数 
浄水場設置数 5 

管路延長 229 千ｍ 
配水池設置数 6 

施設能力 3,439 ㎥／日 施設利用率  44.04％ 

 

(1) 既存施設の更新 

既存施設の更新事業として、老朽化した電気設備について、長寿命化計画・アセットマネ

ジメント計画に従い実施する。計画期間（H30～R9）の 10 年間で約 43,416 千円を見込む。 

 

(2) 管路施設の維持管理費 

計画期間（H30～R9）の 10 年間で約 20,000 千円を見込む。 

 

(3) 浄水場等施設の維持管理費 

計画期間（H30～R9）の 10 年間で約 265,352 千円を見込む。 

 

(4) その他維持管理費 

計画期間（H30～R9）の 10 年間で約 304,100 千円を見込む。 

 

  



 

 50

4－2－4  下水道 

 下水道については、小清水町下水道事業経営戦略において、平成 29 年度から令和 8 年度ま

での概算費用を公表している。 

 

供用開始年度 
（供用開始後年数） 

平成 3 年度 
（25 年間経過） 

法適（全部適用・一部適用）非適の区分 非適用 

処理区域内人口密度 10.30 人/ha（H27 末） 流域下水道等への接続の有無 無し 

処理区数 
本町の下水道事業は、小清水地区，浜小清水地区，止別地区について農業集落排水事業で整

備しており、3 処理区を有している。 

処理場数 
本町の下水道事業は、小清水地区，浜小清水地区，止別地区について農業集落排水事業で整

備しており、それぞれの地区に処理施設を有しているため、処理場数は 3 箇所となっている。 

広域化・共同化・最適化

実施状況*1 
広域化及び共同化については、下記に該当する構想や地域ではないため、実施されていない。 
最適化については、「全道みな下水道構想Ⅲ」に準じた適切な処理区域となっている。 

*1 「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。 

「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づ

くものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事

務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）

を指す。 

「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・

社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃

合を伴わない。）を指す。 

 

(1) 既存施設の更新 

処理場施設の改築更新事業として、老朽化した機械・電気設備について、長寿命化計画・

ストックマネジメント計画に従い実施する。計画期間（H29～R8）の 10 年間で約 401,500 千

円を見込む。 

 

(2) 管路施設の維持管理費 

計画期間（H29～R8）の 10 年間で約 3,100 千円を見込む。 

 

(3) ポンプ場施設の維持管理費 

計画期間（H29～R8）の 10 年間で約 16,658 千円を見込む。 

 

(4) 処理場施設の維持管理費 

計画期間（H29～R8）の 10 年間で約 355,637 千円を見込む。 

 

(5) その他維持管理費 

計画期間（H29～R8）の 10 年間で約 110,600 千円を見込む。 
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5  まちづくり基本構想（案） 

 

5－1  公共施設の基本方針の記載事項 

(1) 総務省の策定指針に対応した必要事項の記載 

 総務省の「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（総務省 2014/04/22）」では、

財源や人口の見通しを踏まえ、公共施設の数量規模が適正か検討した上で、公共施設の適正

管理に関する基本的な方針として「①点検・診断等の実施方針、②維持管理・修繕・更新等

の実施方針、③安全確保の実施方針、④耐震化の実施方針、⑤長寿命化の実施方針、⑥統合

や廃止の推進方針、⑦総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針」を記載す

ることを求めている。 

 そこで、策定指針が記載を求める上記①～⑦に対応し、本計画書では小清水町の公共施設

の基本方針として以下を示すこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 総務省指針と町の基本方針の対応 

 

  

公共施設等総合管理計画の
策定にあたっての指針（総務省）

①点検・診断等の実施方針

②維持管理・修繕・更新等の実施方針

③安全確保の実施方針

④耐震化の実施方針

⑤長寿命化の実施方針

⑥統合や廃止の推進方針

⑦総合的かつ計画的な管理を実現する
ための体制の構築方針

公共施設の適正管理に関する基本的な方針

（１）施設の総量抑制の方針

（２）施設の統廃合・新設・更新の方針

（３）民間活用の方針

（４）維持管理・補修・長寿命化の方針

（５）施設の点検・診断の方針

（６）供用廃止施設の方針

（７）庁内推進体制の整備等の方針

（８）計画の評価と改善の方針

小清水町の公共施設の基本方針基本認識

公共施設の数量規模が適正か検討する

施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

分類別の施設統廃合方針

インフラ施設の基本的な方針

本計画書
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【参考】公共施設等総合管理計画に記載すべき事項 

（公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（総務省 2014/04/22）より要約抜粋） 

 

1．公共施設等の現況及び将来の見通し 

・公共施設等の状況、人口の見通し、公共施設の維持更新等費用の見通し、財源の見込み 

 

2．公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

（1）計画期間 

・見通し推計期間にかかわらず設定可。ただし 10 年以上とすること。 

（2）全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

・公共施設の管理情報が共有されていない現状を鑑み、全庁的な体制を構築し情報を管理集約 

（3）現状や課題に関する基本認識 

・財源や人口の見通しを踏まえ、公共施設の数量規模が適正か検討する。 

（4）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

①点検・診断等の実施方針 

・点検診断の履歴を蓄積し、計画の見直しや老朽化対策に活かす。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・予防保全型維持管理。コストの縮減と平準化。必要な施設のみ更新すること。 

③安全確保の実施方針 

・老朽化により供用廃止し今後の利用見込みもない施設への対処方針。 

④耐震化の実施方針 

・平常時の安全性と災害拠点施設としての機能確保。 

⑤長寿命化の実施方針 

・修繕または予防的修繕等による長寿命化。 

⑥統合や廃止の推進方針 

・利用状況や耐用年数等を踏まえた供用廃止の考え方。統合や合築の検討の重要性。 

⑦総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・計画の進捗評価と計画の改定。評価結果等の議会報告や公表方法。 

 

3．施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

・上記（3）（4）の必要な事項について、道路・学校など施設類型の特性を踏まえて定める。 

 

 

 今般、令和 3 年度の見直しにあたり、総務省の通知（総財務第 6 号令和 3 年 1 月 26 日 令和

3 年度（2021 年度）により、下記の必須記載事項について記載が求められている。 
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表 5-1 総合管理計画の見直しに当たって記載すべき事項等（必須事項） 

①基本的事項 

・計画策定年度及び改訂年度 

・計画期間 

・施設保有量 

・現状や課題に関する基本認識 

・過去に行った対策の実績 

・施設保有量の推移 

・有形固定資産減価償却率の推移 

②維持管理・更新等に係る経費 

・現在要している維持管理経費 

・施設を耐用年数経過時に単純更新した場合の見込み 

・長寿命化対策を反映した場合の見込み 

・対策の効果額 

※見込みについては、少なくとも 10 年程度の期間 

③公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

・公共施設等の管理（点検・診断、維持管理・更新、安全確保、耐震化、長寿命化、ユニバー

サルデザイン化、統合・廃止）に係る方針 

・全庁的な取組体制の構築や PDCA サイクルの推進等に係る方針 
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5－2  公共施設の基本方針（案） 

 公共施設白書を踏まえた上で、公共施設の適正管理に関する基本的な考え方として以下の方

針を提案する。 
 

5－2－1  施設の総量抑制 

(1) 総量抑制の基本方針 

 1970 年前後に建てられた公営住宅の建て替え費用や、1990 年代に建てられた公共施設の改

修費用など、公共施設等の維持更新費用は今後増大していくと考えられる。 

 一方で、人口減少に伴う税収減や高齢化による扶助費の増大など、財政制約は今後いっそ

う厳しくなることが予想される。 

 人口減少と厳しい財政制約のなかで、町民サービスを維持するために、公共施設の総量を

今後削減していく。 
 

(2) 総量削減目標（案）の考え方 

 将来の公共施設量の目標設定にあたり「将来人口」をその基本的な拠り所とした。 

 本町における 2010 年の国勢調査人口は 5,358 人であるが、国立社会保障・人口問題研究所

（以下「社人研」）による推計では 2040 年に 3,335 人までおおよそ 4 割減少すると予想され

ている。また、少子高齢化が進行し、2010 年には約 3,000 人である生産年齢人口が 2040 年

には約半分の 1,500 人になると見込まれている。 

 他方、2014 年 5 月に「消滅自治体」という表現で注目された日本創成会議の人口再生産力

に着目した市区町村別将来人口推計では、同 2040 年には社人研推計より更に少ない 2,993

人にまで減少すると推計されている。 

 異なる推計値があるなか、小清水町まちづくり基本構想に用いる将来人口にあっては、今

後の少子化問題対策と人口再生産力の向上に向けた国、地方の各種施策の実行に一定の期待

を寄せて、社人研推計を用いることとした。 

 削減目標の設定においては、以下①から④の考え方で整理を行い、2040 年における地区ご

と、年齢構成ごと（老年、生産年齢、年少）の推計に加え、将来世代に係る負担を考慮し（施

設管理の面、財政制約の面）、住民一人当たりに対する施設供給量が過剰とならないよう適正

管理に向けた整理を行う。 
 

【公共施設の総量削減目標設定の考え方】 

① 財政見通しを踏まえ、財政制約内で維持可能な公共施設量とする。（財政制約） 

② 今後の人口減少に比例した公共施設量とする。（一人あたり施設ストック量を維持） 

③ 全国平均の人口あたりの公共施設量×将来の小清水町の人口（平均を上回るならば、現

在の全国平均並みの施設ストック量へ削減。） 

④ 学校統合によって実現した床面積の削減割合を、他の施設に対しても適用する（小学校

統合をトップランナーとする） 
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(3) 考え方①財政制約 
 

 本町財政については、地方交付税に大きく財源依存している。このことから、2040 年にお

ける財政状況シミュレーションにおいては、社人研の将来人口推計値を考慮した普通交付税

額を算定して歳入を推計し、歳出では職員数の減少に伴う人件費や社会保障関係費である扶

助費等の増加傾向を考慮して推計した。 

 その結果、現状（過去 7 年間平均）と比べ、2040 年における投資的経費への支出可能額は

対現状比で 61％となる。 

 そのため財政制約に合わせて、公共施設量も 2040 年には現状の 61％まで削減するとの目

標設定が考えられる。 
 

表 5-2 将来の投資的経費に支出可能な額 

 投資的経費支出可能額 左記の対現状比 公共施設量目標 

現状（過去平均実績） 15.5 億円   

2020 年 14.9 億円 0.96 96％ 

2030 年 12.0 億円 0.77 77％ 

2040 年 9.4 億円 0.61 61％ 
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図 5-2 2020 年の歳入（左）と歳出（右）の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 2030 年の歳入（左）と歳出（右）の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 2040 年の歳入（左）と歳出（右）の見通し 
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表 5-3 歳入見通しの算出（2040 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地方交付税の比例項目設定根拠＞       

平成25年度 普通交付税算定資料より基準財政需要額の測定単

位を「人口」「年少人口」「老年人口」「固定（面積や道路延長な

ど）」に分類することで設定した。 

 

＜＊別設定＞ 

国・道支出金と地方債の歳入ならびに人件費、扶助費、公債費、

補助費等、積立金の支出は、過去の傾向から町推計。 

 

＜実績平均＞ 

特異年である H19.H24.H25 を除いた過去 7 年平均で算出。 

 

 

表 5-4 歳出見通しの算出と投資的経費の充当可能額見通し（2040 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【歳入変化率】 7年平均 変化率 【地方交付税（別表）】
構成比 比例項目 2040年/2013年 内訳構成 全体構成比 A×B×α

A α B A×B α×B
地方税 9.6% 生産年齢人口 0.536 100.0% 9.6% 0.051
地方交付税 48.3% 人口 0.645 51.2% 24.7% 0.160 地方交付税 0.330

年少人口 0.511 3.1% 1.5% 0.008 0.016
老年人口 0.645 7.8% 3.7% 0.024 0.050
固定※ 1.000 38.0% 18.3% 0.183 0.380

国・道支出金 15.3% ＊別設定 0.625 100.0% 15.3% 0.095 地方交付税計 0.776
地方債 12.8% ＊別設定 0.597 100.0% 12.8% 0.076
譲与税・交付金 5.3% 固定※ 1.000 100.0% 5.3% 0.053
繰入金 1.3% 固定※ 1.000 100.0% 1.3% 0.013
その他 7.5% 固定※ 1.000 100.0% 7.5% 0.075
合計 100.0% 100.0% 0.739

【歳入見通し整理表】
過去7年 H52 変化率
実績平均 2040年 2040年/2013年

（億円） （億円）
地方税 5.0 2.7 0.536
地方交付税 25.3 19.6 0.776
国・道支出金 8.0 5.0 0.625
地方債 6.7 4.0 0.597
譲与税・交付金 2.8 2.8 1.000
繰入金 0.7 0.7 1.000
その他 4.0 4.0 1.000
合計 52.4 38.7 0.739

7年平均 変化率 過去7年
構成比 比例項目 2040年/2013年 実績平均 2040年

A （億円） （億円）
人件費 16.1% ＊別設定 0.612 8.2 5.0
扶助費 3.6% ＊別設定 2.720 1.8 5.0
公債費 16.0% ＊別設定 0.494 8.1 4.0
物件費 11.7% 固定 1.000 5.9 5.9
維持補修費 2.2% 固定 1.000 1.1 1.1
補助費等 11.8% ＊別設定 0.753 6.0 4.5
積立金 4.1% ＊別設定 0.048 2.1 0.1
投資・出資金・貸付金 0.0% 固定 1.000 0.0 0.0
操出金 7.2% 固定 1.000 3.7 3.7
投資的経費 27.2%

投資的経費除く歳出 36.9 29.3
歳入（実績・見通し） 52.4 38.7

差分（投資的経費の余力） 15.5 9.4
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(4) 考え方②人口減少に比例した公共施設量（一人あたり施設ストック量を維持） 

 

 公共施設を使用用途で分類し、「施設延べ床を利用者層の年齢人口の変化率に比例させる」

として将来の公共施設量を算出した。 

 その結果、2040 年の公共施設床面積は対現状比で 63％となった。 

 

 

表 5-5 全国平均並みの人口あたり施設量とする場合の施設量目標 

 公共施設量目標（対現状比） 

2020 年 88％ 

2030 年 74％ 

2040 年 63％ 

 

表 5-6 施設分類ごとに利用者層の年齢人口の変化率（2040 年／2013 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

変化率 延べ床
比例項目 2040年/2013年 構成比 α×A

α A
10市民文化系 人口 0.645 11.7% 0.076
11社会教育系 人口 0.645 2.5% 0.016
12スポーツ・観光系 人口 0.645 12.9% 0.083
13産業系 生産年齢人口 0.536 2.1% 0.011
14学校教育系 年少人口 0.511 18.4% 0.094
15子育て支援 年少人口 0.511 1.5% 0.007
16保健福祉 人口 0.645 3.8% 0.025
18行政系 人口 0.645 5.5% 0.035
19公営住宅 人口 0.645 26.6% 0.172
20公園 人口 0.645 0.2% 0.001
21供給処理 人口 0.645 0.6% 0.004
22その他 人口 0.645 10.2% 0.066
23上水道 固定 1.000 0.9% 0.009
24下水道 固定 1.000 3.1% 0.031
上記の合計 100.0% 0.631
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(5) 考え方③人口あたり施設ストック量を全国平均並みにした場合 

 全国平均並みの人口あたり施設ストック量とすることを目標とした場合、現状においても

小清水町の施設量は 24％に削減することが必要となる。更に将来人口が減少するため、2040

年には現状の 16％に削減することが目標値になると考えられる。 

 

表 5-7 全国平均並みの人口あたり施設量とする場合の施設量目標 

 人口あたり公共施設量 

の全国平均／小清水町 

（A） 

小清水町の 

人口変化率 

（B） 

公共施設量目標 

（A×B） 

2020 年  0.905 22％ 

2030 年 0.241 0.772 19％ 

2040 年  0.645 16％ 

表 5-8 人口・行政面積・公共施設ストック量（小清水町・北海道・全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：公共施設現況調査（総務省）      

表 5-9 人口あたり公共施設ストック量の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：公共施設現況調査（総務省）      

  

小清水町
北海道

市町村計

全国
市町村計

（特別区を含む）

人口　（Ｈ25.3末） 5,266 5,444,307 126,393,679

行政面積　（ha） 28,704 7,842,092 37,292,356

可住地面積　（ha） 14,465 2,220,730 12,215,643

可住地人口密度　(人／ha) 0.364 2.452 10.347

行政財産 行政機関 本庁舎 1,399 916,952 16,903,919

（延べ床） 消防施設 309 226,273 5,444,658

（㎡） その他行政施設 3,293 1,878,357 21,298,379

公共用財産 小学校 10,168 5,549,579 109,124,062

中学校 6,747 3,472,613 66,050,778

高等学校 0 269,844 2,970,227

中等教育学校 0 0 57,883

公営住宅 20,528 11,541,907 91,342,887

公園建物 0 366,611 7,312,886

その他建物 26,474 9,114,385 139,016,261

山林 山林建物 0 0 9,264

その他 その他 0 355,529 2,464,696

合計 68,918 33,692,050 461,995,900

普通財産 宅地建物 10,662 1,150,461 11,050,651

（延べ床） 田畑建物 0 0 6,488

（㎡） 山林建物 0 7,144 12,396

その他建物 0 1,286,773 6,223,583

合計建物 10,662 2,444,378 17,293,118

合計 79,580 36,136,428 479,289,018

小清水町の施設

延べ床面積

（㎡）
構成比 小清水町

北海道

市町村計

全国
市町村計
（特別区を 含む）

町／道 町／国
現在目標

全国並み

行政財産 行政機関 本庁舎 1,399 1.8% 0.266 0.168 0.134 1.577 1.986 704

消防施設 309 0.4% 0.059 0.042 0.043 1.412 1.362 227

その他行政施設 3,293 4.1% 0.625 0.345 0.169 1.812 3.711 887

公共用財産 小学校 10,168 12.8% 1.931 1.019 0.863 1.894 2.236 4,546

中学校 6,747 8.5% 1.281 0.638 0.523 2.009 2.452 2,752

高等学校 0 0.0% 0.000 0.050 0.023 0.000 0.000 0

中等教育学校 0 0.0% 0.000 0.000 0.000 #DIV/0! 0.000 0

公営住宅 20,528 25.8% 3.898 2.120 0.723 1.839 5.394 3,806

公園建物 0 0.0% 0.000 0.067 0.058 0.000 0.000 0

その他建物 26,474 33.3% 5.027 1.674 1.100 3.003 4.571 5,792

山林 山林建物 0 0.0% 0.000 0.000 0.000 #DIV/0! 0.000 0

その他 その他 0 0.0% 0.000 0.065 0.020 0.000 0.000 0

合計 68,918 86.6% 13.087 6.188 3.655 2.115 3.580 18,714

普通財産 宅地建物 10,662 13.4% 2.025 0.211 0.087 9.581 23.158 460

田畑建物 0 0.0% 0.000 0.000 0.000 #DIV/0! 0.000 0

山林建物 0 0.0% 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0

その他建物 0 0.0% 0.000 0.236 0.049 0.000 0.000 0

合計建物 10,662 13.4% 2.025 0.449 0.137 4.510 14.798 460

総合計 79,580 100.0% 15.112 6.637 3.792 2.277 3.985 19,175

全国並みの水準とするならば　現時点の人口においても

24.1% に削減することが目標値となる。

人口あたり延べ床面積　（㎡／人） 水準比較
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(6) 考え方④学校統合における床面積削減率を参考とした場合 

 小清水町では平成 24 年度及び 25 年度に実施した小学校の再編及び中学校校舎の改築によ

り、学校床面積を大幅に削減した経緯がある。 

 この学校統廃合をトップランナーとして、今後全ての施設について学校並みの施設量削減

を実現することを目標とする考え方がある。 

 小学校の床面積の削減率を目標とするならば、現状の 47％に削減することが目標値になり、

また、小学校と中学校を合わせた床面積の削減率を目標とするならば現状の 61％に削減する

ことが目標になると考えられる。 

 

表 5-10 全国平均並みの人口あたり施設量とする場合の施設量目標 

 統廃合前 延べ床面積 15,196㎡ 

小学校 統廃合後 延べ床面積 7,106㎡ 

 統廃合後／統廃合前 46.8％ 

 統廃合前 6,613㎡ 

中学校 統廃合後 6,270㎡ 

 統廃合後／統廃合前 94.8％ 

 統廃合前 21,809㎡ 

小学校＋中学校 統廃合後 13,376㎡ 

 統廃合後／統廃合前 61.3％ 

 

 

(7) 総量削減目標（案）のまとめ 

 以上から、①～④の考え方による目標値（案）を整理すると下表のとおりである。 

 ①及び②を採用し、その近似値である 40％を削減目標として設定する。 

 

表 5-11 考え方別の将来施設量の目標値（対現状比） 

 
将来施設量の目標値（案） 

（対現状比） 

考え方 2020 年 2030 年 2040 年 

① 財政維持 96％ 77％ 61％ 

② 一人あたり施設ストック量を維持 88～90％ 74～77％ 63～65％ 

③ 全国平均の人口あたり施設量へ 22％ 19％ 16％ 

④ 学校統廃合に倣い  47～61％  
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5－2－2  施設の統廃合・新設・更新の考え方 
 

 公共施設の総量削減と維持管理コストの縮減に向けて、「施設新設の抑制」「更新時の規模

縮小や複合化」「施設の統廃合」に取り組む。 

 「施設新設の抑制」については、原則として施設の新設を行わないこととし、新設にあた

っては同規模以上の既存施設を廃止し、その代替施設として設置することとする。 

 また、施設の更新においては、利用実績と将来的な利用数見通しを踏まえ、「適正な施設規

模への縮小」を検討する。また、対象施設単体で検討するのではなく、近隣施設や他の老朽

施設などの機能を取り込み「複合化」することも併せて検討する。 

 さらに「施設の統廃合」にあたっては、施設の利用状況、設備の充実度、建物の老朽度、

維持管理費などから多面的に検討し廃止対象施設を抽出する。その上で、施設廃止時の町民

生活への影響や、影響を最小限にするための対応措置、将来のまちづくりとの整合などを踏

まえ総合的に検討し、統廃合の判断を行う。 

 

5－2－3  民間活用の考え方 
 

 施設の維持管理に積極的に民間を活用することを基本とし、さらに、類似施設や近接施設

の指定管理を一元化する、管理業務を一括委託するなどで、管理運営経費を効率化する。 

 また、公共施設等の更新などに際しては、民間の技術・ノウハウ、資金等を活用すること

が有効な場合もあることから、PPP/PFI の積極的な導入を図る。 

 

PPP：Public Private Partnership の略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた

概念で、民間資本や民間のノウハウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。 

PFI：Private Finance Initiative の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営

能力及び技術的能力を活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法をいう。 

 

5－2－4  維持管理・補修、長寿命化の考え方 
 

 将来にわたり長く利用する施設につ

いては、計画的な維持補修や予防保全

により長寿命化を推進し、ライフサイ

クルコストの低減を図る。 

 改修や更新の時期が重なることで過

度な財政負担が生じないよう、計画的

な事業実施により財政負担の平準化を

図る。 

 

 

図 5-5 予防保全による施設の長寿命化
イメージ 

（出典：国土交通省ホームページ）  
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5－2－5  施設の点検・診断・耐震化方針 
 

 今後の公共施設等の点検・診断等の実施においては、点検・診断等の履歴を集積・蓄積し、

総合管理計画の見直しに反映し充実を図るとともに、維持管理・修繕・更新を含む老朽化対

策等に活かしていくべきである。 

 さらに不特定多数が利用する公共施設については、ユニバーサルデザイン化を進め、施設

改修時期を考慮しながら計画的に改善を行う。 

 また、避難所など防災上重要な公共施設については、耐震診断を優先的に実施し、適宜耐

震改修を行うことで、日常利用の安全性と災害拠点施設機能の確保を行う。 

 

5－2－6  供用廃止施設に関する方針 
 

 民間への売却や施設の用途転用など、施設の有効活用の可能性について検討する。遊休施

設や供用廃止施設の情報をインターネット等で公開し、売却先や施設活用アイデアを募る。 

 また、今後とも利用見込みのない公共施設については、倒壊の危険性、近隣居住環境や周

辺景観への影響などから除却の優先順位を決定し、計画的に建物の除却を進める。 

 

5－2－7  ユニバーサルデザイン化に関する方針 
 

 公共施設の長寿命化や、更新、改修の際は、施設の機能や目的、利用状況などを考慮しな

がら、ユニバーサルデザインの視点を持って多様な人々が施設を利用しやすい環境を整えて

いく。 

 

ユニバーサルデザイン：バリアフリーは、障がいによりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方

であるのに対し、ユニバーサルデザインはあらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、

人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする

考え方（内閣府：障害者基本計画）のこと。「総務省重点施策 2018（平成 29 年 8 月

31 日公表）」においても、「全ての人にやさしい公共施設のユニバーサルデザイン化

の推進」が重点施策の一つとして挙げられている。 
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5－2－8  庁内推進体制の整備等に関する方針 
 

 公共施設は、施設類型（公営住宅、学校など）ごとに各部局が所管しており、必ずしも公

共施設等の管理に関する情報が全庁的に共有されていない。 

 公共施設の複合化や用途変更など既存の施設類型の枠組みにとらわれない検討が必要であ

ることから、各部局を横断する検討組織（プロジェクトチーム）を組織し、公共施設に関す

る情報の共有・一元化・定期的更新と、施設管理の進捗状況把握と計画の改善を進めていく。 

 

 

 

図 5-6 庁内検討体制の組織イメージ 

 

 

5－2－9  計画の評価と改善の方針 
 

 計画を着実に進め、また、状況変化に適切に対応するため、定期的な評価と改善を実施し

ます。評価においては、施策の進捗と公共施設の状況を把握し、維持管理費の見通しと人口

と財政の見通しなどを再検討し、計画の改善に繋げる。 

 計画の見直しと進捗評価については、議会報告と町民への公表（広報誌への掲載・ホーム

ページでの公表）を行い、町民の理解と協力のもと計画の実現に努める。 

 

 

図 5-7 計画の評価と改善（PDCA サイクル） 
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5－3  インフラ施設の基本的な方針 

5－3－1  道路 
 

 小清水町の管理する道路延長は約 500 ㎞におよび全延長にわたる定期的な舗装改修を行う

ことは財政的に困難である。現在と同様に工事費の抑制を図るとして、道路の更新改修にか

かる年間費用は約 4 千万円、2015 年から 2054 年までの将来 40 年の合計費用は約 16 億円と

なる。 

 今後とも、不具合箇所の早期補修や路線の重要度を考慮した計画的な除雪や改修・補修に

より道路維持管理費の縮減を図り、安全な道路機能の確保と維持管理費用の縮減に向けた取

り組みを進めていく。 

 

表 5-12 道路の更新・改修費用の算出結果（実績値に基づく算出）再掲 

40 年累積（2015 年～2054 年） 1,615 百万円 

年平均 40.4 百万円 

 

【不具合箇所の早期発見と補修】 

 道路の定期パトロール点検や町民の通報・苦情に密に対応することで、舗装の損傷などの

不具合を早期に発見し、適切な補修を行うことで交通障害の発生や損傷の拡大を防ぐことで、

道路施設の長寿命化を図る。 
 

【路線の重要度を考慮した計画的な道路維持管理】 

 道路幅員、交通量や代替路線の有無など総合的な視点で路線の重要度を判断し、除雪など

の道路維持管理費用の計画的な配分を行う。 

 

5－3－2  橋梁 
 

 橋梁の更新（架け替え）・改修にかかる費用は、「小清水町橋梁長寿命化修繕計画」による

と将来 60 年で約 65 億円、年平均では約 1.1 億円の見通しである。 

 今後とも、橋梁の長寿命化修繕計画に基づき、定期的な点検と計画的な補修や架け替えを

実施することで、橋梁維持管理費の縮減に向けた取り組みを進めていく。 

 

表 5-13 橋梁の更新・改修費用の将来予測（小清水町橋梁長寿命化修繕計画より） 

60 年累積（2020 年度～2080 年度） 約 65 億円 

年平均 約 1.1 億円 
 

【定期点検・臨時点検の実施】 

 5 年に 1 度の定期点検を実施するとともに、地震、台風、集中豪雨、豪雪など災害が発生

した場合や、その恐れがある場合、また、パトロールにより異常が発見されたときには、臨

時点検を実施することで異常の早期発見に努める。  
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【日常的な維持管理】 

 小清水町には未舗装の路線上の橋梁が多く、橋面、排水装置および支承周辺に土砂が堆積

し易い環境にある。土砂の堆積は滞水および凍結融解によって劣化を促進する可能性がある

ため、清掃などの日常管理を適切に実施して橋梁の長寿命化に繋げることが重要である。 
 

【架け替えの検討】 

 劣化や損傷が進行した場合、補修よりも架け替えすることが妥当な橋梁もある。補修によ

る延命化の効果・可能性などを検討し、架け替えも含めた橋梁マネジメント計画とする事が

重要である。 

 

5－3－3  上水道 
 

 「小清水町簡易水道事業経営戦略」によると上水道の施設更新・改修費用は平成 30 年度か

ら令和 9 年度の 10 年間で約 43,416 千円の見通しである。 

 小清水町では一時期に集中して水道管敷設が行われたため、耐用年数に基づく更新も一時

期集中すること予想される。当面は小清水地区における水道管が耐用年数を迎えるため、小

清水地区を中心に施設更新の優先順位を検討し、効率的な工事実施により、安定した水道水

の供給と維持管理費用の縮減に向けた取り組みを進めていく。 

 

【優先順位検討に基づく計画的・効率的な施設管理】 

 まず水道施設の情報（施設の台帳・諸元、点検検査情報、需要情報など）を収集整理し、

これら情報を元に施設の健全度や影響度、耐震化の緊急度、将来の水需要そして事業コスト

等を総合的に分析・検討して優先すべき施設を選定し、適正な規模で計画的に更新・改修を

行う。 

 

表 5-14 上水道の更新・改修費用の将来予測（小清水町簡易水道事業経営戦略より） 

10 年累積（2018 年度～2027 年度） 約 43,416 千円 

年平均 約 4,342 千円 

 

5－3－4  下水道 
 

 小清水町の下水道は農業集落排水事業による集合処理となっている。 

 下水道の更新・改修費用は平成 29 年度から令和 8 年度の 10 年間で約 401,500 千円、年平

均で約 40,150 千円の見通しである。 

 ただし、下水道の整備は比較的近年であるため、更新時期を迎えるのは 2030 年代後半以降

である。将来の更新・改修費用の発生に備え、特別会計において積立を実施するとともに、

将来の人口減少も踏まえた下水道のビジョンを検討する必要がある。 
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【下水道ビジョンに基づく計画的・効率的な施設管理】 

 人口減少と居住の希薄化に伴い、下水道の維持管理が非効率な地域が発生することが予想

される。下水道施設の情報（施設の台帳・諸元、点検検査情報、需要情報など）を収集整理

し、長期的な視野に基づく下水道ビジョンを検討する必要がある。 

 このビジョンに基づき、施設の健全度や影響度、耐震化の緊急度、将来の処理量そして事

業コスト等を総合的に分析・検討しながら、計画的に施設の更新・改修を行う。 
 

【将来に備えた積立実施による下水道事業の健全化】 

 将来の更新・改修費用の発生に備え、特別会計において積立を実施するとともに、料金体

系など利用者負担のあり方などを検討し、下水道事業の長期展望に基づく健全化を目指す。 

 

  



 

 67

5－4  分類別の施設統廃合方針 

5－4－1  基本的な考え方 
 

 社人研推計による 2040 年人口は 2010 年と比べおおよそ 40％減の 3,300 人であるが、字別

人口で見ると中心市街地の字小清水以外の減少率はこれを上回る地区が多いことがわかる。

また、人口減少を背景とする財政制約を考慮した場合、現在の公共施設量を維持し続けるこ

とは不可能であることから、私たちの世代が今の便利さや豊かさだけを求めて結論を先送り

することは、次世代に大きな負担を押しつけることになると判断し、総床面積削減の基本的

な考え方を以下のとおりとした。 

 今後の人口減少に適切に対処し、コンパクトなまちづくりとし、将来にあっても豊かさと

ゆとりを実感できる、持続可能な地域社会を目指す。また、地方自治の本旨である「住民の

命・財産を守る」責務を果たすため、防災機能の強化を図り安全・安心なまちづくりを目指

すこととする。これを踏まえ、既存公共施設においては、維持（建て替え）、廃止（取り壊し）、

譲渡（民間等譲渡）、複合化のいずれかを選択し、維持（建て替え）を選択した場合には、既

存施設に対して減築若しくは、他の施設との複合化によることを原則として整理を行った。 

 検討対象施設については、建築基準法改正前 1986 年（S56)以前に建てられたもの、また、

木造の耐用年数を 40 年、非木造の耐用年数を 50 年と設定し、計画策定最終年次 2040 年時に

耐用年数を超える施設を対象とし、この他、耐用年数に満たない施設においても、現在の利

用状況によって前倒しで廃止するもの、将来の地区別人口及び年齢構成データをもとに施設

ごとの利用者推計を行い、廃止または維持、民間への譲渡とする施設に分類し、譲渡にあっ

ては準備期間を考慮した時期（2030 年と設定）を定めることとして整理を行う。 
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5－4－2  施設分類別の統廃合方針 
 

(1) 町民文化系 23 棟 

 地域の人口減少と利用減少を踏まえ、小清水・浜小清水・止別の 3 地区の中核的役割を担

う施設へ集約配置を進める。 

 

表 5-15 町民文化系施設の方針 

廃止すべき施設 

（19 棟） 

維持すべき施設 

（4 棟） 

21 交流館、旭野住民センター、共和・上徳住民センター、旧小松

田住宅、若木団地 高齢者生活相談所、小清水団地集会所、神浦

住民センター、水上住民センター、泉住民センター、中斗美住民

センター、中斗美老人憩いの家 休憩舎、砥草原住民センター、

南団地集会所、木もれ日広場Ａ棟、木もれ日広場Ｂ棟、美和住民

センター、浜小清水住民センター 物置（旧浜小清水公民館 物

置）、桜ヶ丘団地集会所、緑ヶ丘団地集会所 

コミュニティプラザ、止別住民センター

（旧止別公民館）、浜小清水住民センター

（旧浜小清水公民館）、多目的研修集会施

設（改築時は 40％の減築） 

 

 

(2) 社会教育系 2 棟 

 現在資料館として使用している旧旭野小学校は機能に見合った施設規模とするため改築時

に減築しながら施設は維持していく。 

 

表 5-16 社会教育系施設の方針 

廃止すべき施設（1 棟） 維持すべき施設（1 棟） 

石倉倉庫 
小清水町郷土資料館（旧旭野小学校校舎） 

・・・改築時 60％減築 
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(3) スポーツ・観光系 37 棟 

 利用が少ない施設や老朽化が進んでいる施設について、近隣施設での機能代替等を図りな

がら施設の廃止を進める。 

 

表 5-17 スポーツ・観光系施設の方針 

廃止すべき施設 

（18 棟） 

民間等へ譲渡 

する施設（3 棟） 

維持すべき施設 

（9 棟） 

簡易構築物へ

の変更（1 棟） 

将来更新時に 

廃止（6 棟） 

ハイランド小清水（キャンプ

場含む全施設 8 棟）、ふれあい

アリーナ、フレトイ展望台、

原生花園 管理人詰所、原生

花園 展望牧舎、止別駅前公

園 公衆便所、浜小清水キャ

ンプ場（管理人室等 3 棟）、武

道館、※農業者トレーニング

センター（代替施設として

小・中校舎屋体を利用可能） 

パークゴルフ場

（事務所、休憩

所、公衆便所の 3

棟） 

町民プール（児童の

体力向上、利用頻度

を考慮のうえ維持す

るが、改築時 40％減

築） 

ふれあいセンター、

原生花園 ログハウ

ス駅、原生花園 イ

ンフォメーションセ

ンター、リリーパー

ク 多目的トイレ、

小清水ツーリストセ

ンター（ビジターセ

ンター、商業施設）、

多目的運動  管理

棟、農業者トレーニ

ングセンター 車庫 

町民スキー場 

休憩ロッジ 

町営野球場（管

理棟他 6 棟） 

 

(4) 産業系 3 棟 

 活性化センター（道の駅）は町の観光と町民活動の拠点として維持する。アグリハートセ

ンターは、農業拠点施設、加工施設機能を有するため維持する。 

 

表 5-18 産業系施設の方針 

維持すべき施設（3 棟） 

活性化センター、活性化センター車庫、アグリハートセンター 

 

(5) 学校教育系 12 棟 

 町内 6 小学校を再編して 2012 年に新たな小清水小学校が建設され、中学校も 2012 年に全

面改築している。小学校・中学校の各一校体制を維持するなかで、老朽化している小規模な

建築物については廃止や簡易化することで効率化を図る。 

 

表 5-19 学校教育系施設の方針 

廃止すべき施設（1 棟） 維持すべき施設（10 棟） 簡易構築物への変更（1 棟） 

中学校グラウンドトイレ 小学校、中学校校舎など 10 棟 小学校物置 
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(6) 子育て支援 3 棟 

 施設利用の現状を踏まえ、利用の少ない施設の廃止を進め、維持施設についても改築時の

減築により施設規模の縮小を図る。 

 2024 年には「認定こども園」が完成する予定で、保育所機能を移転し、維持すべき施設と

します。 

 

表 5-20 子育て支援施設の方針 

廃止すべき施設（3 棟） 

小清水町立保育所、小清水町立保育所（０歳児保育施設）、止別へき地保育所 

 

(7) 保健福祉 2 棟 

 愛寿苑ついては、2015 年に完成した新しい施設で、いっそうの高齢者福祉サービス提供を

進める。現在、指定管理としている高齢者生活福祉センターについては、民間等へ委譲する

こととする。 

 

表 5-21 保健福祉施設の方針 

民間等へ譲渡する施設 

（1 棟） 

維持すべき施設 

（1 棟） 

高齢者生活福祉センター 愛寿苑 

 

(8) 行政系 12 棟 

 車庫・書庫・倉庫など点在している施設の廃止を進めるとともに、止別出張所については

他施設への機能移転等を検討した上で施設廃止を進める。 

 また役場庁舎については、2023 年にコミュニティ形成や健康増進機能を兼ね備えた防災拠

点型複合庁舎が完成する予定であり、町民サービスの向上を目指したワンストップサービス

等を実現することで、効率的な施設利用を図る。 

 

表 5-22 行政系施設の方針 

廃止すべき施設 

（7 棟） 

民間等へ譲渡する

施設（2 棟） 

維持すべき施設 

（2 棟） 

複合化を図るべき施設（1 棟） 

書庫、止別出張所、止別建設車輌

車庫（Ｄ型）、旧網走土現倉庫、

建設機械車庫 NO2、公用車車庫

NO2、公用車車庫 NO3 

第 2 分団庁舎兼車

庫、第 3 分団庁舎

兼車庫 

スクールバス車

庫、 

止別建設車庫 

役場庁舎 

（既に廃止済みの中央公民館と

複合化） 
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(9) 公営住宅 74 棟 

 人口減少傾向が進むなか、居住地域のコンパクト化を進めるために、郊外部の公営住宅を

廃止し、中心部への居住移転を促す。 

 

表 5-23 公営住宅の方針 

廃止すべき施設（44 棟） 維持すべき施設（30 棟） 

地域特別賃貸住宅（中斗美 6 棟、旭野 5 棟、桜ヶ丘

4 棟、止別 3 棟）、はまなす団地 2 棟、新止別団地 3

棟、新浜小清水団地 4 棟、桜ヶ丘団地 12 棟、緑ヶ丘

団地 5 棟 

若木団地 4 棟、小清水団地 14 棟、 

新止別団地 4 棟、新浜小清水団地 4 棟、 

南団地 4 棟 

 

(10) 公園 3 棟 

施設利用の現状を踏まえ、利用の少ない施設の廃止を進める。 

 

表 5-24 公園施設の方針 

廃止すべき施設（1 棟） 維持すべき施設（2 棟） 

止別駅前公園屋外ステージ 
百年記念公園 高齢者用便所、 

役場庁舎前 公衆便所 

 

(11) 供給処理 7 棟 

既に使用されていない旧施設の廃止を進める。 

 

表 5-25 供給処理施設の方針 

廃止すべき施設（3 棟） 維持すべき施設（4 棟） 

旧ごみ処理場 円形ハウス、旧ごみ処理場 作業員

休憩舎、廃棄物処理場 倉庫 

リサイクルセンター、リサイクルセンターストックヤ

ード、リサイクルセンター 物置、 

廃棄物処理場 処分施設 
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(12) その他 60 棟 

葬斎場、交通ターミナル、教員住宅の一部については維持し、それら以外については施設

廃止や民間譲渡・用途変更・簡易化を進める。 

 

表 5-26 その他施設の方針 

廃止すべき施設（30 棟） 維持すべき施設（23 棟） 

旧歯科診療所、魚菜卸売センター、中学校職員住宅 2

棟、町営牧場 農具庫、庁舎前バス待合所、旭野へき

地保健福祉館 物置№2、職員住宅 23 棟 

葬斎場、交通ターミナル（改築時は 40％の減築）、道

の駅店舗施設、小学校教員住宅 2 棟、中学校教員住

宅 10 棟、教職員住宅（34～37 号及び物置）、教職員

住宅（38～41 号及び物置）、教職員住宅（42～45 号

及び物置）、教職員住宅（46・47 号及び物置） 

 

民間等へ譲渡する施設（7 棟） 

町営牧場 ゆう水処理施設、町営牧場 フリーバーン牛舎 3 棟、町営牧場 管理棟、町営牧場 飼料倉庫、町

営牧場 衛生舎 

 

(13) 上水道・下水道 17 棟 

 上下水道施設については、町民生活と産業活動に必要不可欠であることから、現行施設は

全て維持することを現時点では想定する。 

 今後、上下水道事業の計画検討において、建物設備・機械設備・管路を総合的に最適化す

ることが求められる。 
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5－4－3  床面積削減量の見通し 
 

 前述の廃止すべき施設については建物の耐用年数を迎えた時点で供用廃止することを考慮

したものであり、民間等へ譲渡する施設については受け入れ側の準備体制など対応可能な期

間を考慮して設定することとして、将来における延べ床面積量を試算した。 

 その結果、2015年以降取得した施設が8,000㎡（2022年完成アグリハートセンターを含む）

を超えるため、2014 年対比で 66.8％（33.2％）となる。 

 財政面の観点からは、当初設定した削減目標 40％を下回るため、今後増大していく維持更

新費用により、財政状況を逼迫させると予想される。 

 また、町の施策による効果で人口減少を緩やかにすることができても、2040 年には 4,000

人を割りこむ見込みで、税収の減少や高齢化に伴う扶助費等の増加が考えられる。 

施設の老朽化対策の観点からは、上下水道施設を除き、現時点で施設の方向性を維持として

いる施設について、2040 年には築 40 年以上経過する施設が 30 棟程あるため、老朽化に伴う

コスト増や施設の安全性が懸念される。 

 こうした点を踏まえると、廃止・移管予定の施設については早期に対応を進め、人口減少

や住民ニーズを考慮しつつ、更なる統廃合に向けた検討が必要となる。 

 なお、下図は施設面積の推移と人口推移を比較したものである。2029 年までは人口減少に

比べ床面積削減割合が緩やかに推移するが、これは住民センター等において現在の利用者に

配慮し、また受け入れ側の準備態勢を考慮して、譲渡年を 2030 年に設定したためである。 

 

 

図 5-8 延べ床面積の推移と人口推移（町独自推計）の見通し 
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表 5-27 年次別の廃止予定施設・建物リスト 

実施年 廃止対象施設・建物の名称 

2022 

～2030 年 

旭野住民センター、共和・上徳住民センター、旧小松田住宅、若木団地 高齢者生活相

談所、小清水団地集会所、神浦住民センター、水上住民センター、泉住民センター、中

斗美住民センター、砥草原住民センター、南団地集会所、美和住民センター、桜ヶ丘団

地集会所、緑ヶ丘団地集会所、石倉倉庫、浜小清水キャンプ場 管理人室、武道館、小

清水町立保育所、小清水町立保育所（０歳児保育施設）、止別へき地保育所、書庫、止別

建設車輌車庫（Ｄ型）、旧網走土現倉庫、公用車車庫 NO2、地域特別賃貸住宅（中斗美 3・

4・5 号棟、旭野 4・5 号棟、桜ヶ丘 4 棟、止別 4 号棟）、はまなす団地 2 棟、桜ヶ丘団地

12 棟、緑ヶ丘団地 5 棟、旧ごみ処理場 円形ハウス、旧ごみ処理場 作業員休憩舎、旧

歯科診療所、魚菜卸売センター、小清水中学校教職員住宅（22 号）、町営牧場（舎飼施

設） 農具庫、庁舎前バス待合所、職員住宅 15 棟 

2031 

～2035 年 

ハイランド小清水 725（レストハウス、物品庫、バンガローＡ・Ｂ・Ｃ、公衆便所、体

験交流センター、原生花園 展望牧舎、止別駅前公園 公衆便所、農業者トレーニング

センター、小清水中学校 グラウンドトイレ、止別出張所、地域特別賃貸住宅（中斗美

6 号棟、旭野 1・2・3 号棟、止別 1・3 号棟）、小清水中学校教職員住宅（23 号）、旭野へ

き地保健福祉館 物置№2、職員住宅 8 棟 

2036 

～2040 年 

21 交流館、中斗美老人憩いの家 休憩舎、木もれ日広場Ａ棟、木もれ日広場Ｂ棟、浜小

清水公民館 物置、ハイランド小清水 725 併設便所、ふれあいアリーナ、フレトイ展

望台、原生花園 管理人詰所、浜小清水キャンプ場（公衆便所、水飲み場）、公用車車庫

NO3、地域特別賃貸住宅（中斗美 1・2 号棟）、新止別団地Ａ・Ｂ・Ｃ棟、新浜小清水団地

Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ棟、止別駅前公園 屋外ステージ、廃棄物処理場 

 

表 5-28 年次別の移管予定施設・建物リスト 

実施年 移管対象施設・建物の名称 

2022～2030 年 

パークゴルフ場（休憩所、公衆便所、事務所）、町営牧場 ゆう水処理施設、

高齢者生活福祉センター、町営牧場（フリーバーン牛舎Ａ、Ｂ、Ｃ、管理棟、

飼料倉庫、衛生舎） 

2031～2035 年 － 

2036～2040 年 － 

 

表 5-29 年次別の簡易化予定施設・建物リスト 

実施年 簡易化対象施設・建物の名称 

2022～2030 年 小清水小学校 物置、町民スキー場 ロッジ 

2031～2035 年 － 

2036～2040 年 － 

 

表 5-30 年次別の減築等予定施設・建物リスト 

実施年 減築等対象施設・建物の名称 

2022～2030 年 － 

2031～2035 年 － 

2036～2040 年 
小清水町郷土資料館（旧旭野小学校校舎）、交通ターミナル、多目的研修集

会施設、町民プール 
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表 5-31 年次別の複合化予定施設・建物リスト 

実施年 複合化対象施設・建物の名称 

2022～2030 年 役場庁舎 

2031～2035 年 － 

2036～2040 年 － 
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5－4－4  過去に行った大規模改修の実績 

 

現存する施設で、過去に施設機能の維持・向上・用途変更等に向けた対策を講じた施設は

以下のとおりである。 

 

 

表 5-32 過去の大規模改修 施設・建物リスト 

施設・建物の名称 改修内容等 改修年度 

役場庁舎 大規模改修工事 2007 

書庫 大規模改修工事 2014 

コミュニティプラザ 屋上防水工事 2009 

LED 化改修工事 2013 

屋根・外壁修繕工事 2015 

暖房設備改修工事 2017 

子育て支援センター冷房設備工事 2018 

高齢者生活福祉センター 屋上防水工事 2010 

冷房設備設置・風除室等設置工事 2011 

外壁等改修工事 2017 

暖房設備等改修工事 2018 

LED 化改修工事 2019 

床暖房設備改修工事 2020 

高圧設備機器更新工事 2021 

ふれあいセンター 大規模改修工事 - 

冷房設備設置工事 2011 

浴室改修工事 2012 

LED 化改修工事 2013 

冷暖房設備整備工事 2013 

冷暖房設備整備工事 2014 

暖房系統配管改修工事 2017 

浴室外壁修繕工事 2019 

空気調和機更新工事 2020 

天窓リーリング打替え工事 2021 

農業者トレーニングセンター 高圧受電設備更新工事 2009 

機械設備更新工事 2012 

ベランダ防水工事 2013 

アリーナ床改修工事 2014 
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施設・建物の名称 改修内容等 改修年度 

多目的研修集会施設 冷房設備整備工事 2006 

屋上防水工事 2009 

増改築工事 2011 

外壁タイル貼替工事 2019 

発電機整備工事 2020 

暖房設備等改修工事 2021 

武道館 外壁・屋根・床改修工事 2014 

町民プール 外壁修繕・屋上防水工事 2015 

暖房設備改修工事 2018 

小清水町郷土資料館 

（旧旭野小学校校舎） 

資料館改修工事 2012 

屋上防水工事 2015 

小清水町立保育所 

 

 

 

 

 

 

屋根改修工事 2007 

暖房設備更新・床改修工事 2009 

省エネ改修工事 2010 

耐震改修工事（遊戯室棟） 2013 

冷房設備整備工事 2014 

外壁等塗装工事 2015 

屋根塗装工事 2016 

止別へき地保育所 屋根葺き替え工事 2021 

浜小清水公民館 増築 1992 

屋根・外壁改修工事 2008 

トイレ改修工事 2016 

多目的トイレ 階段改修 2012 

交通ターミナル 外壁等塗装工事 2013 

リサイクルセンター 旧屋内体育館から大規模改修 2016 

水上住民センター 

 

屋根葺替工事 2017 

外壁等修繕工事 2020 

共和・上徳住民センター 外壁等修繕工事 2020 

旭野住民センター 外壁等修繕工事 2021 

南団地 屋上防水・外壁塗装工事 2013～2016 

小清水団地 外壁塗装工事 2018～2022 

地域特別賃貸住宅 桜ヶ丘・中斗美屋根外壁修繕工事 2014 

７区川東修繕工事 2019 

止別建設車輌車庫 旧屋内体育館から大規模改修 2012 
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施設・建物の名称 改修内容等 改修年度 

小清水小学校 冷房設備整備工事 2019 

発電機整備工事 2020 

小清水中学校 冷房設備整備工事 2019 

教職員住宅 屋上防水工事（34～37 号） 2009 

屋根・外壁・内部修繕工事（４棟） 2019～2020 

葬祭場 冷暖房設備改修工事 2017 

外壁・屋上防水工事 2021 

フレトイ展望台 外壁等修繕工事 2010 

ハイランド小清水７２５ 

 

合併浄化槽設置工事 2012 

防水工事 2013 

ハイランドキャンプ場 シャワー室改修工事 2017 

活性化センターはなやか小清水 LED 化改修工事 2013 

外壁修繕・キューピクル改修工事 2014 

屋上・外壁修繕工事 2015 

ボイラー更新工事 2016 

原生花園インフォメーションセ

ンター 

屋上防水他工事 2011 

ボイラー更新工事 2016 
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5－4－5  まとめ 

(1) 民間等へ譲渡する施設 

官民分担の適正化を図り、町民サービスの向上を目的として民間等へ譲渡する施設を選定

した。これについては、将来にわたり町による更新は行わない。 

 

(2) 住宅環境についての整理 

小学校及び中学校教員住宅に入居している教員については、北海道から譲渡を受ける予定

の高校教員住宅へ順次入居替えを行うこととし、空室となる小・中教員住宅については、I

ターン、U ターン希望者等への移住対策のほか、町民の住居確保等の観点から地域特別賃貸

住宅等へ用途替えを行うものとする。町職員住宅については廃止し、この代替施設の更新は

行わない。 

 

(3) 複合化施設の実現 

将来にわたり住民が真に必要となる社会的インフラである防災拠点及び避難場所として耐

震基準に満たない中央公民館及び役場庁舎の更新を図ることとし、更新にあたっては役場庁

舎単独では行わず中央公民館機能を有する複合施設及び防災拠点機能に町民全体のコミュニ

ティ機能を盛り込みこととして、2023 年完成予定としている。 

 

(4) 各住民センター、集会所の廃止 

各地域の住民センター、公営住宅集会所については廃止、地域コミュニティの維持及び災

害時における避難場所の確保から、中央公民館については庁舎と複合施設として更新し、引

き続き町が維持・管理する。なお、止別住民センター（旧止別公民館）及び浜小清水住民セ

ンター（旧浜小清水公民館）については、海岸沿いにあることから、地域住民の避難所とし

ての利用のほか、コミュニティ活動の拠点として町が維持する。また、利用者の利便性を考

慮し、スクールバスを活用したコミュニティバスの運行のほか、福祉タクシー等の現行施策

を拡充した市街地へのアクセス確保を行うものとする。 

 

(5) 計画の見直しについて 

既に再編を終え改築済みの小学校及び中学校校舎については、今後、児童・生徒数の推移

を見ながら、多様なコミュニティ拠点の活用も検討するほか、本計画で存続としている施設

においても、更新を行う時点での住民ニーズを考慮し見直しを行うこととする。 
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6  おわりに 

 

 本計画の策定にあたっては、町有公共施設の適正な管理と再配置について包括的な議論と検

討を行うため、横断的な検討組織として「小清水町まちづくり基本構想策定委員会」を組織し

た。 

 委員会構成員は庁内各課から 1 名以上の参加を基本とし、その年齢構成については、当構想

の趣旨を鑑み課長職から責任世代である係長職・係員までが参加する構成とした。 

 また、専門的な見識を有する北海道大学大学院の石井吉春教授をアドバイザーに迎え、平成

26 年度中に 6 回の委員会を開催し、本計画を取りまとめたところである。 

 

表 6-1 小清水町まちづくり基本構想策定委員会委員名簿 

 氏名 所属 職名 備考 

委員 

平山 孝紀 総務課職員厚生係 係長  

組野 麻記 町民生活課町民係 係長  

鼻田 純人 町民生活課税務係 主事  

鈴木 祐之 保健福祉課 課長  

坂田 真希 保健福祉課健康推進係 係長 保健師 

窪田 浩子 保健福祉課福祉係 主任  

佐藤 大吉 子育て支援課こども支援係 主任 保育士 

細川 正彦 産業課農業振興係 係長  

服部 隆文 建設課 課長  

西川 豊人 建設課建設係 主任 建築士 

加藤 友幸 出納室 室長  

瀧口 顕 教育委員会 生涯学習課 課長  

松本 崇文 総務課総務係 主事 公募 

アドバイザー 石井 吉春 北海道大学公共政策大学院 教授 外部識見 

事務局 

金原 武浩 企画財政課 課長  

石丸 寛之 企画財政課企画財政係 係長  

加藤 裕司 企画財政課企画財政係 主事  

（平成 27 年 3 月策定時） 
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